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第１章 調査の概要 

 

第１節 調査の趣旨 

2013 年 4 月より、改正労働契約法が全面的に施行され、有期契約労働者が安心して働き

続けられるよう、「雇止め法理」が法定化される（第 19 条）とともに、新たに、反復更新で

通算 5 年を超えた場合の無期契約への転換（第 18 条）や、有期・無期契約労働者間におけ

る不合理な労働条件の相違の禁止（第 20 条）等が規定された（参考１）。 

なお、「高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者」や「定年後、継続して雇用される有

期契約の高齢者」に限っては、その特性に応じた適切な雇用管理がなされる場合に、無期契

約への転換申込権を一定期間、発生しないこととする「特例」も設けられ（有期雇用特別措

置法）1、2015 年 4 月より施行された。 

これに伴い、今後は通算 5 年を超えた有期契約労働者から、職務や勤務地、労働時間等が

限定された無期契約労働者（｢多様な正社員｣）に転換する者も増加し、結果として「正規－

非正規の二極化の緩和」や「優秀な人材の定着」「ワーク・ライフ・バランスの確保」等に資

することが期待されている。 

そこで、改正労働契約法の全面施行（及び前回調査2）から 3 年目（特例の施行からは 3

ヶ月経過）のタイミングで、「改正労働契約法とその特例への対応状況 及び 多様な正社員の

活用状況に関する調査」を実施することとした。なお、本調査は、厚生労働省（労働基準局

労働条件政策課）からの要請に基づき、実施したものである。 

参考１ 改正労働契約法とその特例の概要 

                                                
1 他に、大学等及び研究開発法人の研究者、教員等については、無期転換申込権が発生するまでの期間（原則 5

年）を、10 年に延長する特例も設けられた（「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及
び研究開発等の効率的推進等に関する法律及び大学の教員等の任期に関する法律の一部を改正する法律」、
2014 年 4 月 1 日より施行）。 

2 調査シリーズ No.122「改正労働契約法に企業はどう対応しようとしているのか―『高年齢社員や有期契約社
員の法改正後の活用状況に関する調査』結果」（http://www.jil.go.jp/institute/research/2014/122.html）を参照。 

資料出所：http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/keiyaku/kaisei/
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第２節 調査の方法 

調査対象（標本）は、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸

業,郵便業、卸売業,小売業、金融業,保険業、不動産業,物品賃貸業、学術研究,専門・技術サー

ビス業、宿泊業,飲食サービス業、生活関連サービス業,娯楽業、教育,学習支援業、医療,福祉、

複合サ－ビス事業（郵便局、協同組合等）、サービス業（他に分類されないもの）の 15 産業

分類で、常用労働者を 50 人以上雇用している全国の民間企業 20,000 社である。民間信用調

査機関が所有する企業データベースを母集団とし、産業分類と常用労働者の規模（1,000 人

以上、300～999 人、100～299 人、50～99 人の 4 区分）別に、層化無作為抽出を行った。 

 

調査項目は、調査票（付属資料）の通り全 30 問である。 

具体的には、①改正労働契約法の認知度、②有期契約労働者の雇用状況と、労働契約法の

改正以降における無期契約労働者への転換状況、③有期契約労働者の契約状況や更新上限等

の設定・改定状況、④改正労働契約法の無期転換ルールへの対応方針・状況、⑤通算 5 年を

超えないように運用する場合の理由、通算 5 年未満への抑制方法、無期転換を発生させない

ことに対する代償措置の実施・検討状況、⑥対応方針を決める上でネックになっていること、

対応方針の決定に当たり必要な支援、⑦無期契約区分の労働条件の設定方法、無期転換に伴

うメリットと雇用管理上の課題、⑧正社員への登用制度・慣行の現状と見直し方針・状況、

⑨有期・無期契約労働者間における、不合理な労働条件の相違禁止ルールへの対応方針・状

況、⑩多様な正社員（限定正社員）の活用状況、就業規則における規定状況と書面による本

人への明示状況、⑪無限定正社員⇔多様な正社員間における転換制度・慣行の有無と実績、

⑫事業所閉鎖等に直面した場合の人事・雇用上の取扱方針、⑬無限定正社員、多様な正社員

間で比較した処遇・労働条件、⑭多様な正社員の今後の活用意向、⑮改正労働契約法の特例

の認知度、⑯高度専門職有期の雇用状況と特例の活用意向、⑰定年再雇用有期の雇用状況と

特例の活用意向、無期転換権への対応方針、⑱企業の概要（主たる業種と一部業種の主な分

野、雇用者規模、労働組合等の有無と組合員範囲、事業所数と展開状況、企業設立年、過去

3 年間の経営状況）といった一連の事項である。 

 

なお、本調査は、対象企業を固定して継続調査する「パネル調査」ではないものの、改正

労働契約法への対応部分については、基本的に前回調査と比較できるよう設計している。但

し、前回調査後に新設された特例や、調査担当者のその後の課題意識等を反映し、設問や注

釈、選択肢の追加等も行っている。その具体的な相違については、一覧表（参考２）を参照

されたい。 
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調査期間は 2015 年 7 月 27 日～9 月 11 日で、7 月 1 日時点の状況を尋ねた。 

調査方法は郵送配布・郵送回収方式であり、有効回収数は 4,854 社（有効回収率 24.3％）

となっている3。 

 

参考２ 前回調査と今回調査の設問設計の比較（改正労働契約法への対応部分） 

 

                                                
3 本調査の結果で示す％表示は、すべて小数点以下、第 2 位を四捨五入したものである。そのため、％表示の合

計は、必ずしも 100％にならない場合がある。また、本文中の％表示は、いずれもｎ数から算出したものであ
る。そのため、図表中の％の合算とは、必ずしも一致しない場合がある。 

問１ 問７

付問 情報の入手手段（７択・ＭＡ） 新

問２ 問８

付問
雇用していない場合、いつからか（３択・ＳＡ）

※選択肢に「労働契約法の改正以降、無期契約労働者に転換した」を追加
一部新 付問 雇用していない場合、いつからか（２択・ＳＡ）

付問 雇用している場合、雇用者全体に占める有期契約労働者の割合（６択・ＳＡ）
付問 雇用している場合、労働契約法の改正以降における無期契約労働者（正社員を含む）への転換状況（２択・ＳＡ） 新

付問 有期契約労働者による転換申込権の行使状況（２択・ＳＡ） 新
付問 無期契約労働者（正社員を含む）への転換者数（数値記入） 新

問９

問３ 問１０

問４ 問１２
（１） １回当たりの契約期間の長さ（８択・ＳＡ） （１） １回当たりの契約期間の長さ（８択・ＳＡ）

平均勤続年数（数値を記入） 新
（２） 契約更新の回数上限や通算勤続年数の上限の設定状況（２択・ＳＡ） （２） 契約更新の回数上限や通算勤続年数の上限の設定状況（２択・ＳＡ）

付問①,上限の設定内容（２択・ＳＡ及び上限回数・年数（数値記入）） 付問①,上限の設定内容（２択・ＳＡ及び上限回数・年数（数値記入））
付問②,上限の設定時期（２択・ＳＡ） 付問②,上限の設定時期（２択・ＳＡ）

付問③,改正労働契約法の施行に伴い、上限設定内容の変更状況（３択・ＳＡ） 付問③,改正労働契約法の施行に伴い、上限設定内容の変更状況（３択・ＳＡ）
付問④,変更前に上限内容（２択・ＳＡ及び上限回数・年数（数値記入）） 付問④,変更前に上限内容（２択・ＳＡ及び上限回数・年数（数値記入））

問５ 新
付問 通算勤続が５年を超えた人のうち、無期契約（正社員含む）への転換を希望すると思う割合（数値記入） 新

問６ 一部新 問１１

問７
注釈

のみ新
問１３

付問① 通算５年を超えないように運用していく理由（７択・ＳＡ） 新

付問② 通算５年未満への抑制方法（６択・ＳＡ） 付問① 通算５年未満への抑制方法（６択・ＳＡ）
付問③ 通算５年未満に抑制する（無期転換権を発生させない）ことへの代償措置の実施・検討状況（３択・ＳＡ） 新

付問,代償措置の具体的な内容（７択・ＭＡ） 新

付問④ 対応方針を決める上でネックとなっていること（９択・ＳＡ） 新
付問⑤ 対応方針を決める上で必要な支援内容（６択・ＳＡ） 新

付問,「自社の具体的な対応について相談できる体制の整備」が必要とした場合、相談したい内容（６択・ＳＡ） 新
付問⑥ 対応方針が決まる時期（４択・ＳＡ） 新

付問⑦

無期化の形態（６択・ＳＡ）（フルタイム・パートタイム契約労働者別）

※｢既存の正社員区分｣とは職種・職務や勤務地（配転・異動）、役職の範囲がもっとも広く、また、労働時間がもっとも長い区分、
｢正社員（上記）以外の既存・新設の無期契約区分｣とはいずれかの働き方が限定されている｢多様な正社員（限定正社員）｣区分

に相当する旨を注釈

注釈
のみ新

付問② 無期化の形態（６択・ＳＡ）（フルタイム・パートタイム契約労働者別）

問８
フル・

パート別新
問１４

職務（業務の内容や責任）の限定状況（２択・ＳＡ） 職務の限定状況（２択・ＳＡ）　→　付問,転換先となる無期契約区分について「限定する」場合、業務範囲や責任（２択・ＳＡ）も

職種の変更有無（２択・ＳＡ） 新
勤務地・配置転換の範囲（６択・ＳＡ） 聴き方新 配置転換の有無（２択・ＳＡ）　→　付問,「配転することがある」場合、配転の範囲（３択・ＳＡ）も

（他の区分に転換せずに昇進できる）役職の上限の設定状況（４択・ＳＡ） 役職者の有無（２択・ＳＡ）　→　付問,現状で「役職者がいる」場合、転換先で「役職に登用する」場合、役職の上限（３択・ＳＡ）も
更新上限年齢・定年の定め（２択・ＳＡ、ある場合は数値も記入） 新

所定労働時間の長さ（週当たり平均）（３択・ＳＡ） 聴き方新 所定労働時間の長さ（３択・ＳＡ）　※転換先の選択肢は有期契約当時より長くする・同じ・短くする

時間外労働（残業や休日出勤）の発生状況（３択・ＳＡ） 聴き方新
残業や休日出勤の有無（２択・ＳＡ）

→　付問,残業や休日出勤を現状で「行わせている」、転換先で「行わせる」場合、残業時間の長さや頻度（２択・ＳＡ）も
特殊な勤務時間制の適用（３択・ＭＡ） 聴き方新 変形労働時間性やシフト勤務制の適用有無（２択・ＳＡ）

基本賃金の形態（３択・ＳＡ） 基本賃金の支払形態（３択・ＳＡ）

正社員と比較した基本賃金の水準（７択・ＳＡ）　※選択肢を７種類に豊富化 一部新 正社員と比較した基本賃金の水準（５択・ＳＡ）
基本賃金以外の処遇（適用される制度）（１１択・ＭＡ）

※健康保険／厚生年金保険を一体化、福利厚生（施設利用）と福利厚生（それ以外）を追加、いずれも適用なしを設定
一部新 基本賃金以外の処遇（適用される制度）（１１択・ＭＡ）　※健康保険と厚生年金保険を分離、慶弔休暇あり

正社員の平均年収を１００とした場合の年収水準（数値記入） 新

教育訓練の実施状況（２択・ＳＡ） 教育訓練の実施状況（２択・ＳＡ）

教育訓練を実施している場合の具体的な内容（６択・ＭＡ） 教育訓練を実施している場合の内容（２択・ＳＡ）

問９

問１０

問１１ 一部新 問１５

付問①
過去３年間における正社員登用者の発生状況（２択・ＳＡ、登用者がいた場合、数値も記入）
※改正労働契約法の施行に合わせ、過去３年間に変更

一部新 付問① 過去５年間における正社員転換者の発生状況（２択・ＳＡ、転換者がいた場合、数値も記入）

付問② 有期契約労働者で採用してから、正社員に転換するまでの期間（５択・ＳＡ）

付問② 今後３年間における正社員登用者の増減見通し（４択・ＳＡ）　※改正労働契約法の施行に合わせ、過去３年間に変更 付問③ 今後５年間における正社員転換者の増減見通し（４択・ＳＡ）

問１２ 問１６

付問 「既に見直しを行った／今後の見直しを検討中」の場合、見直しの具体的な内容（６択・ＭＡ） 付問 「既に見直しを行った／今後の見直しを検討中」の場合、見直しの具体的な内容（６択・ＭＡ）

問１３ 問１７

付問
「既に見直しを行った／今後の見直しを検討中」の場合、見直しの具体的な内容（９択・ＭＡ）
※選択肢に「有期・無期契約労働者間の職務等の違いの明確化」を追加

一部新 付問 「既に見直しを行った／今後の見直しを検討中」の場合、見直しの具体的な内容（８択・ＭＡ）

問１４ 問１８

改正労働契約法の施行に伴う、正社員転換制度・慣行の見直し状況・方針（４択・ＳＡ）

有期・無期契約労働者間における、不合理な労働条件の相違禁止ルールへの対応状況・方針（４択・ＳＡ）

有期契約労働者の今後の採用・活用方針

新規採用者数の増減方針（５択・ＳＡ）（フルタイム・パートタイム契約労働者別）

任せる業務や責任の拡縮方針（４択・ＳＡ）（フルタイム・パートタイム契約労働者別）

有期契約労働者から正社員に転換する制度や慣行の実施状況（４択・ＳＡ）（フルタイム・パートタイム契約労働者別）
※正社員について、「典型的には無期労働契約、フルタイム、直接雇用で、長期雇用慣行の下、

勤続年数に応じた処遇・雇用管理がなされ、職務や勤務地等の限定が少ない社員」と定義

（ⅱ）処遇

有期契約労働者を無期契約に転換するメリット（９択・ＭＡ）

有期契約労働者を無期契約に転換することに伴う雇用管理上の課題（７択・ＭＡ）

有期契約労働者から正社員に登用する制度や慣行の実施状況（４択・ＳＡ）（フルタイム・パートタイム契約労働者別）
※正社員について、「直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規職員としている者」と定義

※無期転換と明確に区別するため、「登用」と表現

（２）基本賃金、その他処遇条件

（３）有期契約労働者を無期契約に転換するメリット（９択・ＭＡ）

（４）有期契約労働者を無期契約に転換することに伴う雇用管理上の課題（７択・ＭＡ）

（５）現在雇用している契約労働者数を１００として、正社員あるいは無期契約へ転換させても良いと考える割合（数値記入）

（６）改正労働契約法の施行前から雇用している有期契約労働者の、法定を上回る無期契約等への転換意向（５択・ＳＡ）

改正労働契約法の施行に伴う、正社員登用制度・慣行の見直し状況・方針（４択・ＳＡ）

有期・無期契約労働者間における、不合理な労働条件の相違禁止ルールへの対応状況・方針（４択・ＳＡ）

有期契約労働者の今後の新規採用方針

採用量の増減方針（４択・ＳＡ）

採用時判断の厳格化・緩和方針（人物や働きぶり等の選別）（４択・ＳＡ）

改正労働契約法の認知度（３択・ＳＡ）

有期契約労働者の雇用状況（２択・ＳＡ）

有期契約労働者の雇用形態（４択・ＭＡ）、フルタイム・パートタイム契約労働者については人数（数値記入）も

（ⅰ）労働条件 （１）職務、役職、配置転換、労働時間、教育訓練

○　フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれかについて、「有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく」場合

フルタイム・パートタイム契約労働者の職種の活用状況（１１択・ＭＡ）、人数がもっとも多い職種（数値記入）

無期転換ルールへの対応状況・方針（フルタイム・パートタイム契約労働者別）
※大学等及び研究開発法人の教員等、研究者、技術者、リサーチアドミニストレーター等について記入する場合は、

設問文の５年を１０年に読み替えて回答してもらえるよう注釈

○　フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれかについて、「対応方針は未定・分からない」場合

○　フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれかについて、「何らかの形で無期契約にしていく」場合 ○　フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれかについて、「何らかの形で無期契約にしていく」場合

有期契約労働者の転換先となる、無期契約区分の処遇・労働条件の設定方法（フルタイム・パートタイム契約労働者別） 有期契約労働者の転換先となる、無期契約区分の処遇・労働条件の設定方法

改正労働契約法の認知度（３択・ＳＡ）

有期契約労働者の雇用状況（２択・ＳＡ）

有期契約での雇用理由（１４択・ＭＡ）

有期契約労働者の雇用形態（４択・ＭＡ）、フルタイム・パートタイム契約労働者については人数（数値記入）も

有期契約労働者の契約状況（フルタイム・パートタイム契約労働者それぞれ）

無期転換ルールへの対応状況・方針（フルタイム・パートタイム契約労働者別）

○　フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれかについて、「有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく」場合

有期契約労働者の契約状況（フルタイム・パートタイム契約労働者それぞれ）

これまでの実績・経験上、反復更新を含めた勤続年数が５年を超える割合（数値記入）

フルタイム・パートタイム契約労働者の職種の活用状況（１６択・ＭＡ）、人数がもっとも多い職種（数値記入）
※職種の選択肢を１６種類に豊富化

Ⅰ　改正労働契約法への対応状況について

高年齢社員や有期契約社員の法改正後の活用状況に関する調査
※前半問６までは、改正高齢者雇用安定法への対応状況等について調査

前回（平成２５年）調査

Ⅰ　改正労働契約法への対応状況について

今回（平成２７年）調査

改正労働契約法とその特例への対応状況　及び 多様な正社員の活用状況に関する調査

調査シリーズNo.151

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－4－ 

第２章 調査結果の概要 

 

第１節 改正労働契約法に、企業はどう対応しようとしているのか 

１．有効回答企業の主な属性 

全有効回答企業（ｎ＝4,854）の主な属性は、下記の通りである。 

業種別構成は、上位から、製造業が 26.2％（内訳：その他製造が 7.7％、電機・電子関連

及び金属関連がともに 3.6％、食料品関連が 3.5％等）、サービス業計4が 22.6％（内訳：その

他サービス業（他に分類されないもの）が 12.0％、宿泊業,飲食サービス業が 5.0％等）、卸

売業,小売業が 19.3％（内訳：専門卸（専門商社）が 5.2％、総合小売（百貨店,スーパー,コ

ンビニ等）が 4.3％等）、運輸業,郵便業が 9.7％、建設業が 7.3％等となった（図表１）。 

雇用者の規模別構成は、1,000 人以上の企業が 6.6％、500～999 人が 4.9％、300～499 人

が 6.4％、100～299 人が 35.2％、50～99 人が 37.9％等5で、300 人未満の中小企業が合わせ

て約 8 割を占めている。 

労使関係については、過半数代表の労働組合がある企業が 18.1％で、過半数代表ではない

が労働組合ありが 5.2％、労働組合はないが労使協議機関ありが 26.4％、労働組合も労使協

議機関もないが 48.9％となっている。なお、労働組合があり定年再雇用者以外の有期契約労

働者が組合員に含まれている割合は、7.4％である。 

図表１ 有効回答企業の主な属性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
4 「学術研究、専門・技術サービス業」「宿泊業、飲食サービス業」「生活関連サービス業、娯楽業」「複合サー
ビス事業（郵便局、協同組合等）」「その他サービス業（他に分類されないもの）」の合計。 

5 民間信用調査機関のデータベースに、常用労働者 50 人以上で登録されていた企業を母集団として、無作為抽
出・配付を行ったものの、登録時点以降に行われたダウンサイジングが反映されていなかった場合等により、
結果として 50 人未満の企業も含まれている。 

（内訳） （％）

輸送用機械関連 2.5 0.3

電機・電子関連 3.6 1.4

建設業 7.3 その他機械関連 2.7 0.5

製造業 26.2 金属関連 3.6 2.0

電気・ガス・熱供給・水道業 0.6 化学関連 1.6 0.0

情報通信業 3.6 素材関連 0.9 0.2

運輸業、郵便業 9.7 食料品関連 3.5 0.7

卸売業、小売業 19.3 その他製造 7.7

金融業、保険業 1.2 無回答 0.1

不動産業、物品賃貸業 0.9

学術研究、専門・技術サービス業 2.4 総合卸（総合商社） 3.1 ４９人以下 7.9

宿泊業、飲食サービス業 5.0 専門卸（専門商社） 5.2 ５０～９９人 37.9

生活関連サービス業、娯楽業 3.0 その他卸売 2.0 １００～２９９人 35.2

教育、学習支援業 2.0 総合小売（百貨店、スーパー、コンビニ等） 4.3 ３００～４９９人 6.4

医療、福祉 4.1 専門小売（ドラッグストア、ホームセンター等） 3.6 ５００～９９９人 4.9

複合サービス業（郵便局、協同組合等） 0.2 その他小売（無店舗小売等） 0.9 １，０００人以上 6.6

その他サービス業（他に分類されないもの） 12.0 無回答 0.1 無回答 1.1

その他 0.5

無回答 2.0 １９７９年以前 61.7

サービス業計 22.6 １９８０年代 13.1

１９９０年代 9.6

過半数代表の労働組合がある 18.1 ２０００年代 9.3

過半数代表ではないが、労働組合がある 5.2 うち「定年再雇用者」が組合員に含まれている 7.2 ２０１０年以降 2.1

労働組合はないが、労使協議機関がある 26.4 無回答 4.1

労働組合も労使協議機関もない 48.9

無回答 1.3 業界平均よりかなり良い 2.4

業界平均より良い 19.4

１ヶ所のみ 21.6 一定の地域内で展開 73.9 業界平均並み 59.9

２ヶ所以上 77.0 全国的に展開 19.8 業界平均より悪い 12.4

無回答 1.4 海外を含めて展開 5.8 業界平均よりかなり悪い 2.2

無回答 0.5 無回答 3.8

無回答

過

去

３

年

間

の

経

営

状

況

主

た

る

業

種

うち「労働者派遣会社」あるいは
「業務請負会社」に該当

4.4

事

業

所

（展開範囲）

大学を含んでいる

雇

用

者

規

模

企

業

設

立

年

労

組

等

の

有

無

（組合員範囲）

うち「定年再雇用者以外の有期契約労働者」が

組合員に含まれている
7.4

学校教育

その他教育・学習支援

専門・技術サービス

その他

学術・研究機関

4.4

56.9

15.2

4.4

0.4
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改正内容まで

知っている, 58.7 

改正されたことは

知っているが

内容は

よく分からない, 
34.8 

知らない・

分からない, 6.1 
無回答, 0.5 

（ｎ＝全有効回答企業４，８５４社）

２．改正労働契約法の認知度 

全有効回答企業（ｎ＝4,854）を対象に、労働契約法が改正され、2013 年 4 月より全面施

行されたことを知っているか尋ねると、「改正内容まで知っている」企業が 58.7％、「改正さ

れたことは知っているが、内容はよく分からない」が 34.8％等となった（図表２）。 

同企業群を対象に、どのような手段で情報を入手したか尋ねると（複数回答）、多かった

順に「新聞報道やホームページ等での紹介」（48.8％）、「社会保険労務士や弁護士等からの情

報提供」（30.5％）、「人事労務関係の雑誌、団体冊子等の媒体」（30.3％）、「行政が主催する

セミナー」（23.2％）、「それ以外のセミナー」（18.1％）等となっている（1 企業当たりの入

手ルート数は平均 1.6）。 

 

図表２ 労働契約法が改正されたことを知っているか 

 知っている場合、どのような手段で情報を入手したか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．労働契約法の改正以降における有期契約労働者の雇止め・無期転換状況 

 全有効回答企業（ｎ＝4,854）のうち、現在、有期契約労働者（「呼称を問わず労働契約期

間に定めがあり、直接雇用されている労働者」と定義）を「雇用している」企業は、78.3％

（ｎ＝3,800）となった。同企業群を対象に、労働契約法の改正（2012 年 8 月）以降におけ

る、有期契約労働者から無期契約労働者（正社員を含む）への転換状況を尋ねると、転換を

「行った」企業が 34.0％（ｎ＝1,291）となっている。 

一方、有期契約労働者を現在、「雇用していない」企業は 21.7％（ｎ＝1,052）で、内訳は、

「労働契約法の改正前から雇用していない」企業が 20.2％、「労働契約法の改正以降、雇止

めを行った」企業が 0.4％6、「労働契約法の改正以降、無期契約労働者（正社員を含む）に

                                                
6 労働契約法の改正以降、雇止めを行い、有期契約労働者をまったく雇用しなくなった企業は、前回調査（全有
効回答企業のうち 0.5％）に続き、非常に僅少であることが確認できる。 
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計（労働契約法が改正されたことを知っていると回答した企業４，５３４社）（平均選択数１．６個）
労働契約法の改正内容まで知っていると回答した企業２，８４７社）（平均選択数１．７個）
改正されたことは知っているが、内容はよく分からないと回答した企業１，６８７社（平均選択数１．３個）

％
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転換した」企業が 0.5％（ｎ＝26）等となっている。 

総じてみると、労働契約法の改正以降、全有効回答企業の 4 社に 1 社超（27.1％）が、有

期契約労働者から無期契約労働者への転換を行っていることが分かる7。 

その上で、無期契約労働者のうち（いわゆる）正社員への登用者と、正社員以外の無期契

約労働者への転換者の内訳は、どうなっているのだろう。後述（２０頁）する、正社員登用

制度・慣行の実績欄にも有効回答があった企業（ｎ＝1,121）で集計すると、（いわゆる）正

社員への転換のみを行った企業が 62.6％に対し、正社員以外の無期契約労働者への転換のみ

を行った企業は 27.9％で、両方実施した企業が 9.5％と算出される。 

また、同企業群の集計で、労働契約法の改正以降における無期契約労働者への転換者数は、

計 1 万 9,369 人（100％）にのぼるが、（いわゆる）正社員への登用者数は計 1 万 2,175 人

（62.9％）で、結果として正社員以外の無期契約労働者への転換者数は、計 7,194 人（37.1％）

8と算出された。 

 

 

４．有期契約労働者の活用状況 

現在、有期契約労働者を雇用している企業（ｎ＝3,800）を対象に、その活用形態（4 区分）

を尋ねると、有期契約（契約期間は 1 ヶ月以上）で、フルタイム（正社員と所定労働時間が

ほぼ同じ）の労働者（以下、「フルタイム契約労働者」という）を雇用している企業が 70.3％

（全有効回答企業に占める割合では 55.0％）、パートタイム（正社員より 1 日の所定労働時

間が短いか、1 週間の所定労働日数が少ない）の労働者（以下、「パートタイム契約労働者」

という）を雇用している企業が 69.9％（同 54.7％）、臨時労働者（契約期間が 1 ヶ月未満）

が 4.9％（同 3.9％）、定年再雇用者（正社員を定年後、再雇用している労働者）が 59.8％（同

46.8％）等となった（1 企業当たりの活用形態数は平均 2.1）。 

このうち、フルタイム契約労働者かパートタイム契約労働者のいずれか（両方含む）を、

雇用している企業（全有効回答企業に占める割合では 67.1％）を対象9に、以下、掘り下げ

た調査を行った。 

 

 

５．フルタイム・パートタイム契約労働者を活用している職種 

フルタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝2,671）に、どのような職種で活用して

                                                
7 前回調査で、何らかの形で無期契約に転換していくと回答した企業（ｎ＝2,220）を対象に、改正労働契約法
の施行前から雇用している有期契約労働者について、法定を上回る形で無期契約や正社員に転換する意向があ
るか尋ねると、「本人の希望があれば、そうした対応を検討したい」（39.5％）がもっとも多く、「既にそうし
た対応を行っている」（16.5％）と合わせて半数を超えた。労働契約法の改正以降における有期契約労働者の
無期転換状況には、そうした状況等が含まれていると考えられる。 

8 なお、無期契約労働者への転換のみを行った企業（ｎ＝313）における転換者数は、4,800 人となっている。 
9 すなわち、雇用する有期契約労働者が臨時労働者や定年再雇用者のみの企業は除かれている。 
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いるか尋ねると（複数回答）、もっとも多かったのは「事務職」（44.2％）で、次いで「製造・

生産工程職」が 25.4％、「専門・技術職（その他10）」が 18.7％、「販売職（営業含む）」が 16.1％、

「運搬・清掃等労務職」が 11.8％、「サービス職（その他11）」が 10.1％等となった（1 企業

当たりの職種活用数は平均 1.8）。 

なお、これらのうち人数がもっとも多い職種としては、｢製造・生産工程職｣を挙げた企業

が 21.2％、｢事務職｣が 17.3％、｢専門・技術職（その他）｣が 9.6％、「販売職（営業含む）」

が 8.5％等となっている。 

同様に、パートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ＝2,656）で活用している職種

（複数回答）をみると、「事務職」（47.0％）が最多で、これに「製造・生産工程職」（22.5％）、

「運搬・清掃等労務職」（17.6％）、「サービス職（その他）」（11.5％）や「販売職（営業含む）」

（11.4％）等が続く（1 企業当たりの職種活用数は平均 1.6）。 

これらのうち、人数がもっとも多い職種を尋ねると、｢事務職｣（23.1％）、｢製造・生産工

程職｣（18.2％）、「運搬・清掃等労務職」（10.1％）、「サービス職（その他）」（7.2％）、「販売

職（営業含む）」（7.1％）等となった。 

 

 

６．改正労働契約法についての対応状況・意向 

（１）無期契約転換ルールへの対応方針・状況 

 フルタイム契約労働者を雇用している企業、あるいはパートタイム契約労働者を雇用して

いる企業を対象に、有期契約を反復更新して通算 5 年を超えた場合、労働者の申込みに基づ

き期間の定めのない労働契約（無期契約）に転換できるルール（第 18 条）について、どの

ような対応を検討しているか尋ねると12、いずれも「通算 5 年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」がもっとも多く（フルタイム契約労働

者を雇用している企業で 45.4％、パートタイム契約労働者で 50.8％）、これに「対応方針は

未定・分からない」（同順に 23.9％、26.9％）、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超

える前に無期契約にしていく」（同順に 19.6％、11.1％）、「有期契約が更新を含めて通算 5

年を超えないように運用していく」（同順に 6.0％、5.8％）等が続いた（図表３）。 

前回調査と比較して、「対応方針は未定・分からない」とする企業や、無回答の割合が減

少するとともに、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく」と回

答した企業の割合が半減している。その分、何らかの形（通算 5 年超から＋5 年を超える前

                                                
10 医療、教育、情報処理関係以外。 
11 介護、飲食関係以外。 
12 「研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律

及び大学の教員等の任期に関する法律の一部を改正する法律」（2014 年 4 月より施行）に基づき、大学等及
び研究開発法人の教員等、研究者、技術者、リサーチアドミニストレーター等については、無期契約に転換
するまでの期間が 10 年に延長されている。そのため、これらの対応状況を記入する場合は、設問文の「5 年」
を「10 年」に読み替えて回答してもらえるよう注釈した。 
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有期契約が

更新を含めて

通算５年を
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運用していく, 14.7 

通算５年を超える有

期労働者から、申込

みがなされた段階で

無期契約に切り換え

ていく, 28.4 

有期労働者の

適性を見ながら、

５年を超える前に

無期契約にしていく, 
12.8 

雇入れの段階から

無期契約にする

（有期契約での

雇入れは行わない

ようにする）, 1.0 

有期契約労働者を、

派遣労働者や請負

に切り換えていく, 
0.6 

対応方針は

未定・分からない, 
38.6 

無回答,
3.9 

（ｎ＝フルタイム契約労働者を

雇用している企業４，３２８社）

有期契約が

更新を含めて

通算５年を

超えないよう
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有期労働者から、
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段階で無期契約に

切り換えていく, 27.4 
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超える前に無期
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（有期契約での

雇入れは行わない

ようにする）, 1.1 

有期契約労働者を、

派遣労働者や請負

に切り換えていく, 
0.4 

対応方針は

未定・分からない, 
35.3 

無回答, 16.0 
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有期契約が更新を

含めて通算５年を
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有期契約労働者

から、申込みが
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無期契約に

切り換えていく, 45.4 

有期契約労働者の

適性を見ながら、

５年を超える前に

無期契約にしていく, 
19.6 

雇入れの段階から

無期契約にする

（有期契約での

雇入れは行わない

ようにする）, 1.1 

有期契約労働者を、

派遣労働者や請負

に切り換えていく, 
0.4 

対応方針は未定・

分からない, 23.9 

無回答,
3.6 

（ｎ＝フルタイム契約労働者を

雇用している企業２，６７１社）

フルタイム契約労働者について
有期契約が更新を

含めて通算５年を

超えないように

運用していく, 5.8 

通算５年を超える

有期契約労働者

から、申込みが

なされた段階で

無期契約に

切り換えていく, 50.8 

有期契約労働者の

適性を見ながら、

５年を超える前に

無期契約にしていく, 
11.1 

雇入れの段階から

無期契約にする

（有期契約での

雇入れは行わない

ようにする）, 1.2 

有期契約労働者を、

派遣労働者や請負

に切り換えていく, 
0.5 

対応方針は未定・

分からない, 26.9 

無回答, 
3.7 

（ｎ＝パートタイム契約労働者を

雇用している企業２，６５６社）

パートタイム契約労働者について

前回調査

今回調査

に＋雇入れの段階から）で無期契約にしていく企業の割合が、フルタイム契約労働者で 23.9

㌽増の計 66.1％、パートタイム契約労働者では 27.6 ㌽増の計 63.1％と大幅に増大する結果

となった。 

 

図表３ 無期契約転換ルールにどのような対応を検討しているか 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）無期契約に転換するメリットと課題 

無期契約への転換に前向きな企業が、大幅に増大したのはなぜだろうか。（１）でフルタ

イムあるいはパートタイム契約労働者を、何らかの形で無期契約にしていくと回答した企業

（ｎ計＝2,16313）を対象に、有期契約労働者を無期契約に転換するメリットをどう考えるか

尋ねると（複数回答）、もっとも多かったのは「長期勤続・定着が期待できる」（72.0％）で、

これに「有期契約労働者の雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大できる」（57.8％）、

                                                
13 「何らかの形で無期契約にしていく」と回答した企業（フルタイム契約労働者でｎ＝1,766、パートタイム契

約労働者でｎ＝1,676）の合算から、両契約労働者ともに「何らかの形で無期契約にしていく」と回答した重
複分（ｎ＝1,279）を差し引いた企業数に相当する。 
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％

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者について、無期労働契約に転換する意向と回答した企業）
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％
（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者について、無期労働契約に転換する意向と回答した企業）

「要員を安定的に確保できるようになる」（48.1％）等が続いた（1 企業当たりのメリット数

は平均 2.7）（図表４）。前回調査と比較して、「長期勤続・定着が期待できる」や「要員を安

定的に確保できるようになる」が 10 ㌽以上、上昇しているのが目立つ。 

一方、同企業群を対象に、有期契約労働者を無期契約に転換すると、雇用管理上、どのよ

うなことが課題になると思うか尋ねると（複数回答）、多かった順に「雇用調整が必要になっ

た場合の対処方法」（54.9％）、「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件のバランスの

図り方」（42.7％）、「業務量の変動に伴う労働条件の調整方法」（32.4％）等が挙がった（1

企業当たりの課題数は平均 1.9）。前回調査と概ね同様の結果だが、「正社員の新規採用に対

する影響」については約 7 ㌽低下している。 

 

図表４ 無期契約に転換するメリットと無期契約に転換する上での課題 
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ても尋ねた14。 

 

ⅰ）職務、職種の変更、勤務地・配置転換の範囲、役職の上限について 

結果をみると15 16、職務については「限定しない」割合が、フルタイム契約労働者で現状

（有期契約、以下同）の 32.3％から転換先（無期契約、以下同）の 47.0％まで、また、パー

トタイム契約労働者でも現状が 22.6％のところ、転換先では 31.3％にそれぞれ拡大する見通

しとなっている（図表６）。 

職種の変更が「ある（あり得る）」割合についても、フルタイム契約労働者で現状の 36.1％

から転換先では 50.2％に、また、パートタイム契約労働者でも現状が 27.5％に対し、転換先

では 38.0％まで上昇している。 

 

所定労働時間の長さについては、とくにパートタイム契約労働者で「週 30 時間以上」と

する割合が、現状の 28.7％から転換先では 36.9％に上昇している。 

また、時間外労働（残業や休日出勤）の発生についても、「全く／ほとんどない」とする

割合等が縮小し、その分、フルタイム契約労働者では「相当程度ある」とする割合、パート

タイム契約労働者でも「ある（あり得る）が限定的」とする割合等が拡大する結果となって

いる。 

 

勤務地・配置転換の範囲に関しては、ともに「特定の事業所で配置転換なし」とする割合

が減少し、「特定の事業所で配置転換あり」などとする割合が増加している。例えば、フルタ

イム契約労働者の現状は、「特定の事業所（配置転換なし）」が過半数（56.5％）を占めるの

に対し、転換先では 44.1％に減少している。その分、現状では 1／4 程度の「特定の事業所

（配置転換あり）」（26.4％）が、転換先では 1／3（33.3％）まで増加する。 

そうした働き方の変化を踏まえつつ、（他の区分に転換せずに昇進できる）役職の上限に

ついても、いずれも「役職に就かせない」割合が減少している。その分、何らかの役職に登

用する割合が、フルタイム契約労働者で現状の計 25.7％から転換先では計 46.4％に、また、

パートタイム契約労働者でも現状が計 9.1％にとどまっているのに対し、転換先では計

19.2％まで増加する見通しとなっている。 

                                                
14 複数のケースがある場合は、フルタイム・パートタイム契約労働者それぞれ、「人数がもっとも多いケース」

について回答してもらえるよう注釈した。 
15 転換先の処遇・労働条件については「無回答」もみられるため、比較しやすいよういずれの項目も、有期契

約労働者の現状と、転換先となる無期契約区分の両方に回答のあった企業で集計した結果を示す。 
16 無期契約区分の処遇・労働条件は、実際には「既存の正社員区分に転換する」から、「（新たな区分は設けず）

各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」まで幅があるが、ここで
の単純集計は、フルタイム・パートタイム契約労働者の処遇・労働条件の全体的なありようが、無期転換前
後でどう変わろうとしているかの傾向を把握する意味合いがある。 
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（ｎ=現状・転換先とも回答あり企業１，５４８社）

52.3 

全く／ほとんど

ない, 59.1 

40.2 

ある(あり得る)が限定的, 
36.5 

7.5 

相当程度

ある, 4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

転換先

現状

時間外労働（残業や休日出勤の発生状況）
（ｎ=現状・転換先とも回答あり企業１，５７１社）

図表６ 有期契約労働者の現状と転換先となる無期契約区分の処遇・労働条件① 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅱ）基本賃金やその他処遇、教育訓練について 

 基本賃金の支払形態については、フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれも、「月

給制」とする割合が増加する見通しである。具体的にみると、「月給制」の割合は、フルタイ

ム契約労働者で現状 46.6％のところ、転換先では 59.9％となっている。同様に、パートタイ

ム契約労働者では、現状が 3.6％にとどまるのに対し、転換先では 15.2％まで増加している

（図表７）。 
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（ｎ=現状・転換先とも回答あり企業１，５８１社）

図表７ 有期契約労働者の現状と転換先となる無期契約区分の処遇・労働条件② 
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正社員と比較した基本賃金の水準についても、総じて正社員を下回る割合が縮小し、「正

社員と同じかそれ以上」とする割合が、フルタイム契約労働者で現状の計 28.3％から転換先

の計 42.9％まで、また、パートタイム契約労働者でも現状計 9.1％のところ、転換先では計

18.6％にそれぞれ増大する見通しとなっている。 

 

さらに、基本賃金以外の処遇要素の支給・適用状況をみると（複数回答）、「賞与」（フル

タイム契約労働者で現状 56.8％→転換先 69.8％、パートタイム契約労働者で現状 37.1％→

転換先 45.9％）や、「退職金」（フルタイム契約労働者で現状 13.0％→転換先 34.5％、パー

トタイム契約労働者で現状 4.3％→転換先 15.0％）のほか、「家族手当」（フルタイム契約労

働者で現状 15.2％→転換先 30.2％、パートタイム契約労働者で現状 3.2％→転換先 10.9％）

や「住宅手当」（フルタイム契約労働者で現状 9.6％→転換先 19.4％、パートタイム契約労働

者で現状 1.5％→転換先 6.5％）といった手当関係でも、支給・適用する割合が増加している。 

なお、基本賃金以外の処遇要素の 1 企業当たりの支給・適用数は、フルタイム契約労働者

の現状が平均 4.7 なのに対し、転換先では平均 5.5 に、また、パートタイム契約労働者でも、

現状が平均 3.4 のところ転換先では平均 3.9 に、それぞれ微増する結果となっている。 

こうしたなか、正社員の平均年収（基本賃金に賞与等も加えた税引き前・年間収入の一人

当たり平均額を 100 とした場合）と比較して、年収水準を「80％超」とする割合は、フルタ

イム契約労働者で現状の 30.5％から転換先の 44.5％まで、また、パートタイム契約労働者で

も現状が 5.3％にとどまるのに対し、転換先では 14.2％に増大する見通しとなっている。 

 

一方、教育訓練についても、フルタイム契約労働者かパートタイム契約労働者かを問わず、

「行う」割合が増加している。「目標管理による動機づけ」等が適用になるほか、「職場外で

の教育訓練（Off-JT）」等も含めて実施される見通しで、教育訓練メニューの 1 企業当たり

の適用数も、フルタイム契約労働者の現状が平均 2.5 のところ転換先では平均 2.8 に、また、

パートタイム契約労働者でも現状が平均 2.0 に対し、転換先では平均 2.3 に微増している。 

教育訓練の内容を具体的にみると（複数回答）、「目標管理による動機づけ」については、

フルタイム契約労働者に対して現状、実施している企業は 34.1％なのに対し、転換先では

41.6％に上昇している。また、パートタイム契約労働者でも、現状の 21.5％から転換先の

28.4％まで上昇する見通しである。同様に、「職場外での教育訓練（Off-JT）」についても、

フルタイム契約労働者に対する現状の実施率が 33.3％のところ、転換先では 40.0％となって

いる。また、パートタイム契約労働者でも、現状の 18.8％から転換先では 23.5％まで上昇す

る見通しとなっている。 
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他

無
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答

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの

契約労働者について、有期契約が

更新を含めて通算５年を超えないように

運用していくと回答した企業２２２社）

（複数回答）

％

（平均選択数１．７個）

（５）通算 5 年未満に抑制する理由と抑制方法、代償措置の実施・検討状況 

一方、（１）で「通算 5 年を超えないよう運用していく」と回答した企業（フルタイム契

約労働者で 6.0％、パートタイム契約労働者で 5.8％、ｎ計＝222）を対象に、通算 5 年を超

えないように運用する理由を尋ねると（複数回答）、多かった順に「従来からそうした契約管

理を行ってきたから」（36.5％）、「人件費を増加・固定化させたくないから」（32.0％）、「定

期的に人材の新陳代謝を図りたいから」（30.6％）、「景気変動等に伴う雇用の調整余地を残し

ておきたいから」（28.8％）等が挙がった（1 企業当たりの理由数は平均 1.7）（図表８）。 

 

図表８ 通算 5 年を超えないように運用していくのはなぜか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                           

 また、同企業群を対象に、どのような方法で通算 5 年未満に抑制するか尋ねると（複数回

答）、「更新回数上限や通算勤続年数等で制限する」（66.7％）がもっとも多く、これに「契約

更新時の判断（人物や働きぶり等の選別）を厳格化する」（32.0％）、「契約期間を一定の業務

完了まで等で設定し、更新は原則行わないようにする」及び「途中で随時、クーリング（空

白）期間を挟み、通算期間をリセットする17」（ともに 10.8％）等が続いた（1 企業当たりの

方法数は平均 1.4）。 

 さらに、通算 5 年未満に抑制する（無期転換権を発生させない）代償措置として、実施・

検討しているものがあるか尋ねると、「実施予定はない」が約 2／3（66.7％）を占める一方、

「既に実施しているものがある」あるいは「今後の実施を検討中」の企業も、合わせて 4 社

に 1 社を超えた（25.7％）（図表９）。内容としては（複数回答）、「（通算 5 年未満での）正

社員等への登用機会の付与」（63.2％）が多く、これに「正社員との均等・均衡処遇」（17.5％）

や「教育訓練機会の充実」（15.8％）、「契約満了金や退職金の支給」（14.0％）等が続いた（1

企業当たりの内容数は平均 1.4）。 

                                                
17 「グループ内の複数企業での契約締結」や「出向・転籍の活用」「6 ヶ月後に再度雇用する登録制を設置」等

を含むと定義した。 
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方
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の
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の
不
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遇
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度
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定
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性

通
算
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者
の

発
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見
込
み

法
の
詳
細
の

理
解
不
足

他
社
の
動
向

労
使
交
渉
・
協
議

そ
の
他

無
回
答

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの契約労働者

について、無期転換ルールへのと対応方針は

未定・分からないと回答した企業８７５社）

（複数回答）

％

（平均選択数２．３個）

図表９ 通算 5 年未満に抑制する代償措置として実施・検討しているものはあるか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

（６）対応方針を決める上でのネックと必要な支援 

（１）で「対応方針は未定・分からない」と回答した企業（フルタイム契約労働者で 23.9％、

パートタイム契約労働者で 26.9％、ｎ計＝875）を対象に、無期転換ルールへの対応方針を

決める上で、ネックとなっていることを尋ねると（複数回答）、「有期契約労働者の転換希望

の見極め」（41.3％）や「転換後の人事処遇のあり方」（39.5％）、「事業の先行き見通しの不

確実性」（38.2％）のほか、「全体的な人事処遇制度改定の必要性」（29.8％）、「通算 5 年以上

勤続者の発生見込み」（23.3％）等が挙がった（1 企業当たりの課題数は平均 2.3）（図表１０）。 

また、同企業群を対象に、対応方針を決める上でどのような支援があれば良いと思うか尋

ねると（複数回答）、多かった順に「他社の事例・取組についての紹介」（35.2％）、「法の詳

細についての情報提供（パンフレット配布、セミナー開催等）」（30.3％）、「有期契約労働者

の処遇改善に伴う助成措置」（26.9％）、「自社の具体的な対応について相談できる体制の整備」

（24.7％）等となった（1 企業当たりの内容数は平均 1.5）。 

 

図表１０ 対応方針を決める上でネックとなっていること 
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既に

見直しを

行った
, 5.6 

今後の

見直しを

検討している, 
9.2 

見直しを行うか

どうかを含めて

方針未定, 42.5 

見直し予定はない

（現状通りで

問題ない）, 37.1 

無回答, 
5.6 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの

契約労働者を雇用している企業

３，２５５社）

21.0 

5.6 
8.3 

18.5 

42.3 

17.1 

2.9 

36.7 

4.2 4.4 
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関
係

安
全
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・
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補
償
関
係

有
給
休
暇
の
付
与
関
係

賃
金
関
係

退
職
金
の
支
給
関
係

有
期
契
約
労
働
者
の
比
較
対
象

と
な
る
無
期
契
約
労
働
者

（
正
社
員
等
）の
労
働
条
件
の
引
下
げ

有
期
・無
期
契
約
労
働
者
間
の

職
務
等
の
違
い
の
明
確
化

そ
の
他

無
回
答

（ｎ＝不合理な労働条件の相違禁止ルールに対応する

ため、雇用管理上、「既に見直しを行った」あるいは

「今後の見直しを検討中」の企業４８０社）

（複数回答）

％

（平均選択数１．６個）

既に見直しを行った, 
2.7 

今後の見直しを

検討している, 7.9 

見直しを行うか

どうかを含めて

方針未定, 49.2 

見直し予定はない

（現状通りで問題な

い）, 36.7 

無回答,
3.5 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの

契約労働者を雇用している企業

５，１１８社）

21.2 

7.4 
13.1 

19.7 

54.4 

20.3 

7.2 4.6 
8.7 

0
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15
20
25
30
35
40
45
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55
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係
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更
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設
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関
係

安
全
管
理
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害
補
償
関
係
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休
暇
の
付
与
関
係

賃
金
関
係

退
職
金
の
支
給
関
係

有
期
労
働
者
の
比
較
と
な
る
、

無
期
契
約
労
働
者
（
正
社
員
等
）
の

労
働
条
件
引
下
げ

そ
の
他

無
回
答

（ｎ＝不合理な労働条件の相違禁止ルールに対応する

ため、雇用管理上、「既に見直しを行った」あるいは

「今後の見直しを検討中」の企業５４２社）

（複数回答）

％

（平均選択数１．６個）

 さらに、求める支援として「自社の具体的な対応について相談できる体制の整備」を挙げ

た企業（24.7％、ｎ＝216）を対象に、相談したい具体的な内容を尋ねると（複数回答）、「契

約・更新のあり方」（67.6％）や、「無期転換後の処遇・労働条件」（63.0％）が多い。これに

「人事処遇制度の改定内容」（51.4％）、「労働者との調整・対応方法」（39.8％）、「無期転換

後に従事させる業務」（14.4％）等が続いた（1 企業当たりの内容数は平均 2.4）。 

 

 

（７）有期・無期契約間の労働条件の不合理な相違を禁止するルールについての対応状況・

意向 

改正労働契約法では、有期契約労働者と無期契約労働者の間で、期間の定めがあることに

よる、労働条件の不合理な相違を禁止するルール（第 20 条）も規定された。これに対応す

るため、雇用管理上で何らかの見直しを行ったか尋ねると、フルタイムあるいはパートタイ

ムの契約労働者を雇用している企業（ｎ計＝3,255）のうち、「既に見直しを行った」割合は

5.6％で、「今後の見直しを検討している」割合も 9.2％にとどまった。最多は「見直しを行

うかどうかを含めて方針未定」の企業で 4 割を超え（42.5％）、これに「見直し予定はない

（現状通りで問題ない）」が 1／3 超（37.1％）で続いた（図表１１）。 

 

図表１１ 有期・無期契約間の不合理な労働条件の相違禁止ルールにどう対応するか 

          

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前回調査

今回調査
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21.6 

０％, 
25.2 

26.1 

０％超～３０％, 
25.1 

18.8 

３０％超

～５０％,
15.6 

14.5 

５０％超

～８０％, 
15.3 

3.6 

８０％超～１００％未満,

4.0 

6.8

１００％, 
6.1

8.5 

無回答, 
8.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝パートタイム契約労働者を

雇用している企業２，６５６社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝フルタイム契約労働者を

雇用している企業２，６７１社）

9.7 

１年以下,
10.9 

19.5 

１年超～３年未満, 
21.8 

5.6 

３年,
5.3 

17.9 

３年超～

５年未満, 
15.8 

2.7 

５年, 
3.3 

18.9 

５年超～

１０年未満, 
18.5 

6.4 

１０年

以上, 
6.3 

19.2 

無回答, 18.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝パートタイム契約労働者を

雇用している企業２，６５６社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝フルタイム契約労働者を

雇用している企業２，６７１社）

「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直しを検討している」企業（計 14.7％、ｎ計

＝480）を対象に、具体的な見直し内容を尋ねると（複数回答）、「賃金関係」（42.3％）がも

っとも多く、次いで「有期・無期契約労働者間の職務等の違いの明確化」（36.7％）18、「通

勤手当の支給関係」（21.0％）、「有給休暇の付与関係」（18.5％）、「退職金の支給関係」（17.1％）

等が挙がった（1 企業当たりの内容数は平均 1.6）。 

 

 

７．改正労働契約法が有期契約労働者の雇用管理に及ぼす影響 

（１）検証① 契約更新の上限設定に対する影響 

 フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業に対し、それ

ぞれの 1 回当たりの契約期間の長さを尋ねると、ともに最多は「1 年」（フルタイム契約労働

者で 59.2％、パートタイム契約労働者で 48.9％）で、これに「6 ヶ月」（15.0％、21.0％）、

「3 ヶ月」（5.7％、7.4％）等が続いた。 

 また、（契約更新の結果としての）平均勤続年数は、フルタイム契約労働者の企業平均が

4.4 年（中央値 3.3 年）で、パートタイム契約労働者の企業平均が 4.5 年（同 3.5 年）となっ

た（図表１２）。なお、平均勤続年数が「5 年以上」の企業割合は、フルタイム契約労働者、

パートタイム契約労働者のいずれも 28.0％となっている。 

図表１２ 平均勤続年数と通算勤続年数が 5 年を超える人数割合の企業分布 

           

 

 

 

 

         

           

 

 

                                                
18 今回の調査から新設した「有期・無期契約労働者間の職務等の違いの明確化」については、これを選択した

企業（ｎ＝176）のうち約 1／3（36.4％）が、「賃金関係」や「通勤手当の支給関係」「有給休暇の付与関係」
「退職金の支給関係」等と同時に回答していた。また、約 2／3（63.6％）は単独選択であるものの、先述し
た「新たな無期契約区分を設置」（１０頁）や、後述する「正社員への登用制度・慣行の新設」（２１頁）を
併せて回答していた。すなわち、「有期・無期契約労働者間の職務等の違いの明確化」は、（改正労働契約法
の第 20 条を潜脱するためというより）有期・無期契約労働者間における、処遇の見直しや雇用区分の最適化
等を図る目的で行われている（行う）ものが多いとみられる。 

平均勤続年数

通算勤続年数が５年を超える人数割合
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8.8 

上限を

設けて

いる, 12.9 

88.3 

上限を設けていない, 
84.2 

2.9 

無回答, 
2.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝雇用している企業２，６５６社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝雇用している企業２，６７１社）

59.4 

改正労働契約法の

全面施行に伴い、

新設した, 28.4 

38.0 

改正労働契約法に

関係なく、以前からある, 
69.0 

2.6 

無回答, 
2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝雇用上限がある企業２３４社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝雇用上限がある企業３４５社）

契約更新の回数上限や通算勤続年数の上限の設定状況

上限の設定時期

改正労働契約法の施行に伴う上限設定の変更状況

7.9 

8.4 

2.2 

7.1 

89.9 

変更していない, 84.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝改正労契法に関係なく、以前から

雇用年限がある企業８９社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝改正労契法に関係なく、以前から

雇用年限がある企業２３８社）

変更した

（上限を引き上げた）,

変更した

（上限を引き下げた）,

さらに現在、雇用している有期契約労働者の人数を 100 として、これまでの実績・経験で、

反復更新を含めた通算勤続年数が、5 年を超える人数割合はどれくらいか尋ねると、フルタ

イム契約労働者の企業平均が 33.8％（中央値 25.0％）に対し、パートタイム契約労働者では

35.2％（同 30.0％）となった。 

 その上で、契約の反復更新に係る上限の設定状況を尋ねると、何らかの上限を「設けてい

る」割合は、フルタイム契約労働者を雇用している企業の 12.9％（内訳は、更新回数上限あ

りが 4.9％、通算勤続年数上限ありが 7.4％等）、また、パートタイム契約労働者を雇用して

いる企業の 8.8％（同順に 2.6％、5.6％等）となった（図表１３）。 

上限を「設けている」企業を対象に、こうした上限がいつからあるか尋ねると、「改正労

働契約法に関係なく、以前からある」割合が、フルタイム契約労働者で 69.0％（フルタイム

契約労働者を雇用している企業に占める割合では 8.9％、以下同）、パートタイム契約労働者

で 38.0％（3.4％）となる一方、「改正労働契約法の全面施行に伴い、新設した」割合は、フ

ルタイム契約労働者で 28.4％（3.7％）、また、パートタイム契約労働者では 59.4％（5.2％）

となっている。 

さらに、「改正労働契約法に関係なく、以前からある」企業を対象に、改正労働契約法の

施行に伴い、上限設定の内容を変更したかについても尋ねると、「変更していない」割合がフ

ルタイム契約労働者で 84.5％（7.5％）、パートタイム契約労働者で 89.9％（3.0％）となっ

た。 

 

図表１３ 改正労働契約法の施行に伴い、契約期間の上限設定を変更したか 
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なお、「変更した」割合は、フルタイム契約労働者で上限を引き上げた19が 8.4％、引き下

げたが 7.1％で計 15.5％（1.4％）、また、パートタイム契約労働者では上限を引き上げたが

7.9％で、引き下げたが 2.2％の計 10.1％（0.3％）となっている。 

 

 

（２）検証② 正社員への登用制度・慣行に対する影響 

一方、正社員へ登用する制度や慣行20が「ある」割合は、フルタイム契約労働者を雇用し

ている企業で 82.2％（うち、正社員に直接登用する制度があるのは 38.0％）、パートタイム

契約労働者を雇用する企業では 69.5％（同 20.1％）となった（図表１４）。 

正社員へ登用する制度や慣行が「ある」企業を対象に登用実績も尋ねると、過去 3 年間に

登用者がいた割合は、フルタイム契約労働者を雇用している企業で 56.6％、パートタイム契

約労働者を雇用している企業では 20.1％となっている。 

 前回調査と比較して、フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれも、正社員へ登用す

る制度や慣行を持つ企業割合が増大するとともに、正社員への登用実績を持つ企業割合も（年

間換算で）上昇している様子が見て取れる21。 

 

図表１４ 正社員登用をめぐる制度・慣行と登用実績 

                                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
19 上限を「引き上げた」とは例えば 3 年→5 年等、反対に「引き下げた」とは例えば 5 年→3 年等と注釈した。 
20 有期契約労働者を、いわゆる正社員（直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規職員としている者）

に登用する制度や慣行を指す、と定義した。 
21 なお、前回調査では、正社員登用者数として「過去 5 年間」の人数を尋ねたが、今回調査では無期転換ルー

ルの施行の影響を検証する観点から、「過去 3 年間」について尋ねている点に注意する必要がある（そのため
年間換算での比較を行っている）。 

前回調査

今回調査

15.1 

正社員へ直接転換できる

制度がある, 30.4 

8.5 

3.3 

19.8 

制度はないが、正社員に

転換させる慣行がある, 34.1 

50.2 

正社員に転換させる

制度・慣行はない, 27.5 

6.4 

無回答,
4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（n=雇用している企業4,229社)

フルタイム契約労働者

（n=雇用している企業4,328社)

他の区分を経由して、

正社員へ転換できる制度がある

制度・慣行あり計,43.4

制度・慣行あり計,67.8

過去５年間に
正社員登用者が

いた企業＝５６．４％
（１１．３％／年）

２１．４％
（４．３％／年）

過去３年間に
正社員登用者が

いた企業＝５６．６％
（１８．９％／年）

２０．１％
（６．７％／年）

20.1 

正社員に直接登用する

制度がある, 38.0 

10.2 

4.3 

39.2 

制度はないが、正社員に

登用する慣行がある, 39.9 

24.9 

正社員に登用する制度・慣行は

ない（他の区分止まりを含む）, 

13.4 

5.6 

無回答, 
4.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

パートタイム契約労働者

（ｎ＝雇用している企業２，６５６社）

フルタイム契約労働者

（ｎ＝雇用している企業２，６７１社）

他の区分を経由して、

正社員に登用する制度がある
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既に見直しを

行った, 7.3 

今後の見直しを

検討中, 15.9 

見直し方針は

未定, 48.2 

見直し予定は

ない, 22.6 

無回答,
6.0 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの

契約労働者を雇用している企業

３，２５５社）

57.4 

1.5 

24.0 

4.6 

23.5 

6.5 
2.5 

0

10

20

30

40

50

60

70

正
社
員
へ
の
登
用
制
度
・
慣
行
の
新
設

正
社
員
へ
の
登
用
制
度
・
慣
行
の
廃
止

正
社
員
へ
の
直
接
登
用
は
行
わ
ず
、

必
ず
無
期
契
約
区
分
を
経
由
す
る
よ
う

制
度
・
慣
行
を
変
更

無
期
契
約
へ
の
転
換
に
備
え
、

正
社
員
登
用
（
予
定
）者
数
を
削
減

正
社
員
へ
の
登
用
要
件
を
厳
格
化

そ
の
他

無
回
答

（ｎ＝改正労契法の施行に伴い、正社員への登用

制度・慣行を「既に見直した」あるいは「今後の

見直しを検討中」の企業７５４社）

（複数回答）

％

（平均選択数１．２個）

既に

見直しを

行った, 3.6 

今後の見直しを

検討中, 18.6 

見直し方針は未定, 
52.1 

見直し予定は

ない, 22.3 

無回答, 
3.4 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの

契約労働者を雇用している企業

５，１１８社）

46.5 

1.9 

28.7 

5.0 

27.8 

6.3 4.7 

0

10

20

30

40

50

60

正
社
員
へ
の
転
換
制
度
・
慣
行
の
新
設

正
社
員
へ
の
転
換
制
度
・
慣
行
の
廃
止

正
社
員
へ
の
直
接
転
換
は
行
わ
ず
、

必
ず
無
期
契
約
区
分
を
経
由
す
る
よ
う

制
度
・
慣
行
を
変
更

無
期
契
約
へ
の
転
換
に
備
え
、

正
社
員
転
換
（予
定
）者
数
を
削
減

正
社
員
へ
の
転
換
要
件
を
厳
格
化

そ
の
他

無
回
答

（ｎ＝改正労契法の施行に伴い、正社員への転換

制度・慣行を「既に見直した」あるいは「今後の

見直しを検討中」の企業１，１３６社）

（複数回答）

％

（平均選択数１．２個）

こうしたなか、フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企

業（ｎ計＝3,255）に対し、反復更新で通算 5 年を超えた場合の、無期契約への転換を定め

た改正労働契約法の施行に伴い、有期契約労働者から正社員に登用する制度や慣行について、

何らかの見直しを行う予定があるか尋ねると、「見直し方針は未定」が約半数（48.2％）を占

める一方、「既に見直しを行った」（7.3％）あるいは「今後の見直しを検討中」（15.9％）と

回答した企業も、計 1／4 弱みられた（図表１５）。 

見直し内容（複数回答）としては、「正社員への登用制度・慣行の新設」（57.4％、フルタ

イム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業ベースでは 13.3％）が

もっとも多く、これに「正社員への直接登用は行わず、必ず無期契約区分を経由するよう制

度・慣行を変更」（24.0％、同 5.6％）、「正社員への登用要件を厳格化」（23.5％、同 5.4％）

等が続いた（1 企業当たりの内容数は平均 1.2）。 

前回調査と比較して、「既に見直しを行った」企業が微増する一方、「今後の見直しを検討

中」の企業が微減しており、これらを合わせた割合に大きな変化はみられない。また、その

内容についても、前回調査と同様に「正社員への登用制度・慣行の新設」が多くなっており、

改正労働契約法の副次的な効果等が改めて確認された。 

 

図表１５ 改正労働契約法の施行に伴い、正社員への登用制度・慣行の内容を見直すか 
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増やして

いく, 6.9 

現状通り

（横這い）, 49.4 

減らしていく, 
7.3 

未定・

分からない, 
32.0 

無回答, 
4.5 

（ｎ＝フルタイムあるいはパートタイムの

契約労働者を雇用している企業

３，２５５社）

新規採用人数

厳格化

していく, 
10.2 

現状と

変わらない, 
64.1 

緩和していく, 
1.1 

未定・

分からない, 
20.0 

無回答, 
4.6 

採用時の判断
（人物や働きぶり等の選別）

（３）検証③ 有期契約労働者の今後の新規採用に対する影響 

 フルタイム契約労働者あるいはパートタイム契約労働者を雇用している企業（ｎ計＝

3,255）を対象に、有期契約労働者の今後の新規採用方針について尋ねると、「採用人数」に

ついては「現状通り（横這い）」が 49.4％でもっとも多く、これに「未定・分からない」（32.0％）、

「減らしていく」（7.3％）、「増やしていく」（6.9％）の順で続いた（図表１６）。 

また、「採用時の判断（人物や働きぶり等の選別）」については、「現状と変わらない」と

する企業が 6 割を超える（64.1％）一方、「未定・分からない」が 20.0％、「厳格化していく」

が 10.2％で、「緩和していく」が 1.1％等となった。 

 

図表１６ 有期契約労働者の今後の新規採用方針 

                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 改正労働契約法の特例に、企業はどう対応しようとしているのか 

１．有期雇用特別措置法の認知度 

2015 年 4 月に施行された｢専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法｣

では、①高度な専門的知識等を有する有期契約労働者や、②定年後、引き続いて雇用される

高齢の有期契約労働者について、その能力が有効に発揮されるような雇用管理上の措置に係

る計画を申請し、都道府県労働局長に認定されれば、改正労働契約法に伴う無期転換申込権

が一定期間、発生しないこととする特例が規定された。 

全有効回答企業（ｎ＝4,854）を対象に、こうした特例が設けられたことを知っているか

尋ねると、「内容まで知っている」企業が 18.3％みられる一方、「規定されたことは知ってい

るが、内容まではよく分からない」が 4 割を超え（40.7％）、「知らない・分からない」も 1

／3 超（33.7％）等となった（図表１７）。 
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有期雇用特別措置法の認知度

内容まで

知っている, 
18.3 

規定されたことは

知っているが

内容までは

よく分からない, 
40.7 

知らない・

分からない, 
33.7 

無回答,
7.3 

（ｎ＝全有効回答企業４，８５４社）

活用のため既に

計画を申請した, 0.0 
今後、活用予定・

検討余地がある, 3.2 

活用予定はない, 91.9 

無回答, 
4.9 

（ｎ＝現在、｢高度な専門的知識等を

持つ有期契約労働者｣を雇用

している企業４６９社）

高度専門有期の特例の活用意向

２．特例の活用意向 

現在、高度な専門的知識等を有する有期契約労働者を、雇用している企業（9.7％、ｎ＝469）

を対象に、年収が 1,075 万円以上で、5 年を超える一定期間内に完了する業務（プロジェク

ト）に従事させる場合、10 年を上限とするプロジェクト完了までの期間、無期転換申込権が

発生しないこととする特例を活用する予定があるか尋ねると、「活用予定はない」が 91.9％

を占める一方、「今後、活用予定・検討余地がある」企業も 3.2％みられた。 

 

同様に、定年後、引き続き高齢の有期契約労働者を雇用している企業（81.9％、ｎ＝3,973）

を対象に、同一事業主に継続雇用される期間、無期転換申込権が発生しない特例を活用する

予定があるか尋ねると、「活用予定はない」が約 6 割（60.6％）となる一方、「既に計画を申

請した」企業も 1.9％みられ、「今後、活用予定・検討余地がある」とする企業が 1／3 を超

えた（33.4％）。 

なお、「既に計画を申請した」ないし「今後、活用予定・検討余地がある」企業（ｎ＝1,405）

に対し、関係する労働者（労働組合等）からの意見聴取を行ったか（行う予定はあるか）を

尋ねると、「行った」が 5.5％、「まだ行っていないが、今後行う予定」が 65.5％で合わせて

7 割を超える一方、「行っていない・今後行う予定もない」企業も 4 社に 1 社超（26.4％）み

られた。 

その上で、特例の「活用予定はない」とした企業（60.6％、ｎ＝2,407）を対象に、定年再

雇用者の無期転換権にどう対応する意向かについても尋ねると「特段、何もしない（希望者

は恐らくいない）」が半数弱（45.9％）となったのに対し、「通算 5 年を超えないよう契約管

理する」企業も 1／3 超（37.2％）みられ、これに「就業規則や労働契約書で第二定年を規

定する」（11.1％）等が続いた。 

 

図表１７ 有期雇用特別措置法の認知度と特例の活用意向 

                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定年再雇用有期の特例の活用意向

活用のため既に

計画を申請した, 1.9 

今後、活用予定・

検討余地がある, 
33.4 

活用予定はない, 
60.6 

無回答, 
4.1 

（ｎ＝現在、｢定年（満６０歳以上）後、継続して

雇用される高齢の有期契約労働者を

雇用している企業３，９７３社）
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博
士
の
学
位
を
有
す
る
者

公
認
会
計
士

、
税
理
士

医
師

、
歯
科
医
師

獣
医
師

薬
剤
師

弁
護
士

社
会
保
険
労
務
士

一
級
建
築
士

不
動
産
鑑
定
士

弁
理
士

、
技
術
士

Ｉ
Ｔ
ス
ト
ラ
テ
ジ
ス
ト
・

シ
ス
テ
ム
ア
ナ
リ
ス
ト

資
格
試
験
合
格
者

ア
ク
チ

ュ
ア
リ
ー

資
格
試
験
合
格
者

特

許
発

明
の

発

明
者

、

登

録
意

匠

の
創

作
者

登

録
品

種

の
育

成
者

農
林
水
産
業
の
技
術
者
*

鉱
工
業
の
技
術
者
*

機
械

、
電
気
の
技
術
者
*

建
築

、
土
木
の
技
術
者
*

シ
ス
テ
ム
エ
ン
ジ
ニ
ア
*

デ
ザ
イ
ナ
ー

*

シ
ス
テ
ム

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
*
*

無
回
答

雇用企業数※１ 44 22 51 10 63 10 24 87 4 21 5 - 10 5 6 125 81 62 14 9 17
雇用企業割合※２ 9.4 4.7 10.9 2.1 13.4 2.1 5.1 18.6 0.9 4.5 1.1 0.0 2.1 1.1 1.3 26.7 17.3 13.2 3.0 1.9 3.6
雇用企業割合※３ 0.9 0.5 1.1 0.2 1.3 0.2 0.5 1.8 0.1 0.4 0.1 0.0 0.2 0.1 0.1 2.6 1.7 1.3 0.3 0.2 0.4

人数（中央値） 5.5 1.0 3.0 2.0 5.0 1.5 1.0 1.0 1.0 4.0 2.0 - 1.0 2.0 4.0 3.0 7.0 3.0 5.0 5.0 -
人数（平均値） 24.9 1.9 18.2 3.0 61.5 5.2 2.6 17.5 1.3 14.3 2.0 - 3.9 1.6 18.6 29.7 19.7 16.4 7.7 9.0 -
人数（最少値） 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 - 1 1 3 1 1 1 1 1 -
人数（最多値） 264 12 382 9 770 30 16 1,100 2 139 3 - 20 2 67 1,975 169 358 26 37 -

年収が695万円未満※１

（の雇用企業割合） 29 14 20 7 53 4 17 70 3 15 3 - 9 4 5 100 66 49 12 7 -
年収が695万円以上

900万円未満 18 2 13 1 20 3 3 16 1 7 1 - 2 1 2 26 16 11 3 4 -
年収が900万円以上

1,075万円未満 12 4 14 1 5 2 2 7 - 2 1 - 1 - - 6 4 1 2 - -
年収が1,075万円以上

1,800万円未満 9 2 22 - 2 3 1 5 - 1 2 - 1 - 2 4 1 1 3 1 -
年収が1,800万円以上 - - 9 - - 1 - - - - - - - - - 1 1 - 1 - -

無回答 6 3 4 1 5 2 5 9 - 2 - - - - 1 14 11 11 1 - -
年収が1,075万円以上
（の雇用企業割合） 9 1 23 0 2 1 0 4 0 0 1 0 1 0 1 2 0 1 2 1 -

※１　社数。 *　大学卒で５年、短大・高専卒で６年、高卒で７年以上の実務経験を有する者。

※２　「高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者」を雇用している企業４６９社（９．７％）ベース。

※３　全有効回答企業４，８５４社ベース。

**　システムエンジニアとして実務経験５年以上を有する者。

３．高度専門職の有期契約労働者の活用状況 

 高度な専門的知識等を有する有期契約労働者を、雇用している企業（全有効回答企業の

9.7％、ｎ＝469）について、その活用状況を具体的に尋ねると、（有期雇用特別措置法に基

づく特例の対象になり得る職種として）調査票に掲げた全 20 職種のうち、雇用企業割合が

もっとも高いのは「機械、電気の技術者」（高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者を雇用

している企業の 26.7％、以下同）で、次いで「一級建築士」（18.6％）、「建築、土木の技術

者」（17.3％）、「薬剤師」（13.4％）、「システムエンジニア」（13.2％）、「医師、歯科医師」（10.9％）

等となった（1 企業当たりの職種活用数は平均 1.4）（図表１８）。 

 なお、年収が 1,075 万円以上の、高度な専門的知識等を有する有期契約労働者を雇用して

いる割合は、全有効回答企業の 1.0％（ｎ＝49）で、全 20 職種の中では「医師、歯科医師」

（高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者を雇用している企業の 4.9％）や、「博士の学位

を有する者」（同 1.9％）等に該当がみられる。 

 

図表１８ 高度な専門的知識等を持つ有期契約労働者の活用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．定年再雇用の有期契約労働者の活用状況 

 一方、定年後、引き続き高齢の有期契約労働者を雇用している企業（81.9％、ｎ＝3,973）

における、定年再雇用者の年齢別の活用状況をみると、満 60 歳以上 65 歳未満を雇用してい

る割合は、全有効回答企業の 74.4％で、満 65 歳以上 70 歳未満が 42.2％、満 70 歳以上 75

歳未満が 18.3％、満 75 歳以上が 5.7％となった。 
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活用のため既に

計画を申請した, 2.3 

今後、活用予定・

検討余地がある, 38.3 

活用予定はない,
56.8 

無回答,
2.6 

（ｎ＝現在、｢定年（満６５歳以上）後、継続して

雇用される高齢の有期契約労働者を

雇用している企業２，１９１社）

通算５年を

超えないよう

契約管理する, 
26.2 

就業規則や

労働契約書で

第二定年を

規定する, 11.5 

通算５年を超える

前にグループ

会社で再雇用

する, 1.2 

その他, 2.9 

特段、何もしない

（無期転換希望者

は恐らくいない）, 
55.7 

無回答,
2.5 

（ｎ＝無期転換申込権が発生しないこと

とする特例を活用する予定はない

企業１，２４５社）

49.3 

43.5 

43.8 

37.9 

34.2 

30.2 

37.2 

19.9 

13.9 

13.7 

11.9 

9.2 

6.9 

11.1 

26.0 

38.0 

37.0 

44.3 

50.5 

57.1 

45.9 

2.7 

1.9 

1.4 

1.5 

2.6 

3.2 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１，０００人以上

５００～９９９人

３００～４９９人

１００～２９９人

５０～９９人

４９人以下

計

通算５年を超えないよう契約管理する 就業規則や労働契約書で第二定年を規定する

通算５年を超える前にグループ会社で再雇用する その他

特段、何もしない（無期転換希望者は恐らくいない） 無回答

3.0 

2.4 

1.1 

2.1 

1.7 

1.2 

活用のため既に

計画を申請した, 1.9 

46.7 

43.3 

40.7 

35.6 

27.8 

20.8 
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3.7 
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4.4 
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無回答, 
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１００～２９９人

５０～９９人

４９人以下

計

その上で、特例を活用する必要性がより高いと思われる、満 65 歳以上の定年再雇用者を

雇用している企業（45.1％、ｎ＝2,191）に絞って、改めて特例の活用意向を確認すると、「活

用予定はない」が過半数を占める（56.8％）一方、上記２.でみた定年後、引き続き高齢の有

期契約労働者を雇用している企業の全体平均に比べて、「既に計画を申請した」企業（2.3％）

や「今後、活用予定・検討余地がある」企業（38.3％）が増加して、合わせて 4 割を超えた

（図表１９）。 

なお、これを雇用者の規模別にみると、特例を「今後、活用予定・検討余地がある」とす

る企業は大規模になるほど多く、1,000 人以上で半数弱となっている。 

また、特例の「活用予定はない」場合（ｎ＝1,245）に、定年再雇用者の無期転換権にど

う対応する意向かについては、上記２.でみた定年後、引き続き高齢の有期契約労働者を雇用

している企業の全体平均に比べて、「通算 5 年を超えないよう契約管理する」が 1／4 超

（26.2％）まで減少し、その分、「特段、何もしない（希望者は恐らくいない）」企業が、全

体平均を 10 ㌽近く上回って半数を超えた（55.7％）。 

なお、雇用者の規模別にみると「特段、何もしない（同）」企業は小規模になるほど多く、

大規模になるほど「通算 5 年を超えないよう契約管理する」割合が多くなっている。 

 

図表１９ 定年後、継続雇用される高齢の有期契約労働者の無期転換権への対応方針 
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における特例の活用意向 
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における無期転換権への対応方針 
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雇用している企業４，２０２社）

（複数回答）

％

（平均選択数１．３個）

５．特例を活用する上での課題 

 高度な専門的知識等を有する有期契約労働者か、定年後、継続雇用される高齢の有期契約

労働者かを問わず、特例を活用する上での課題を尋ねると、「特段、課題はない」とする企業

が、上記いずれかを雇用している企業（ｎ＝4,202）の半数弱（46.1％）となる一方、何らか

の課題を挙げた企業も 4 割を超えた（42.5％）。 

具体的な内容をみると（複数回答）、多かった順に「計画の申請・認定手続き」（25.9％）、

「対象労働者の特性に応じた雇用管理措置」（20.8％）、「対象労働者への説明・周知」（15.4％）

等となっている（1 企業当たりの内容数は平均 1.3）（図表２０）。 

 

図表２０ 特例を活用する上での課題 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

第３節 多様な正社員の活用状況・見通しはどうなっているのか 

１．多様な正社員の活用状況 

正社員を｢直接雇用かつ無期労働契約で、貴社の正社員・正規職員としている者｣と定義し

た上で、その中に働き方（「職種や職務、職域」「勤務地（配転・異動の範囲）」「就ける役職・

役割の範囲」「労働時間の長さ」「その他」）が、限定されている区分があるか尋ねると、何ら

かの働き方に係る限定区分を持つ（多様な正社員区分がある）企業割合は、3 社に 1 社超

（35.5％）となった（図表２１）。具体的にみると（複数選択）、「職種や職務、職域が限定さ

れている区分」がある企業は約 1／4（24.6％）で、「勤務地（同）が限定されている区分」

は 2 割弱（19.4％）、「労働時間の長さが限定されている区分」は 6 社に 1 社超（17.1％）等

となっている。 

 こうした結果を雇用者の規模別にみると、何らかの働き方に係る限定区分を持つ（同）企

業は大規模ほど多く、1,000 人以上で 62.2％にのぼっている。中でも、「職種や職務、職域が

（ｎ＝高度専門職あるいは定年再雇用の有期契約労働者を

調査シリーズNo.151

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－27－ 

何らかの
限定区分
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のみが理由
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35.5 24.6 19.4 15.8 17.1 6.7 5.2

４９人以下 29.9 21.6 12.2 11.2 15.4 5.7 3.4
５０～９９人 31.0 21.9 15.1 12.5 14.7 5.3 4.8

１００～２９９人 34.5 23.8 18.2 14.4 17.7 7.2 5.1
３００～４９９人 37.7 26.2 23.6 17.9 17.3 6.7 4.5
５００～９９９人 47.7 30.4 32.1 26.6 19.8 10.1 6.3
１，０００人以上 62.2 40.0 45.0 37.5 26.9 10.3 8.8

建設業 36.6 28.7 20.7 18.5 13.4 5.1 4.0
製造業 28.4 16.4 14.6 11.3 14.6 6.9 4.2

情報通信業 36.0 18.9 16.0 12.0 18.9 14.3 5.1
運輸業、郵便業 40.3 33.1 19.9 18.6 22.5 4.4 6.4
卸売業、小売業 36.6 24.3 22.9 17.1 15.0 6.7 5.0
金融業、保険業 36.2 25.9 22.4 20.7 13.8 5.2 3.4

学術研究、専門・技術サービス業 32.5 24.8 12.0 15.4 13.7 8.5 5.1
宿泊業、飲食サービス業 39.8 26.6 23.4 18.9 22.1 6.6 5.7

生活関連サービス業、娯楽業 43.8 31.9 29.9 17.4 25.0 7.6 4.9
教育、学習支援業 42.9 33.7 16.3 15.3 17.3 6.1 6.1

医療、福祉 46.2 36.2 20.1 20.6 26.1 9.5 10.1
その他サービス業 38.7 28.5 22.0 18.0 19.4 6.5 5.3

サービス業計 39.0 28.0 22.2 17.8 20.3 6.9 5.4
非製造業計 38.6 27.8 21.4 17.6 18.3 6.8 5.6

規

模

別

主

な
業

種
別

全有効回答企業４，８５４社中

計

限定されている区分」や「勤務地（同）が限定されている区分」「就ける役職・役割の範囲が

限定されている区分」等を持つ企業割合は、規模が大きくなるに伴い増大し、1,000 人以上

の企業で順に 40.0％、45.0％、37.5％となっている。 

 また、主な業種別にみると、何らかの働き方に係る限定区分を持つ（同）企業の割合は、

「医療,福祉」や「生活関連サービス業,娯楽業」「教育,学習支援業」「運輸業,郵便業」等に多

い。区分別にみると、「職種や職務、職域が限定されている区分」は「医療,福祉」や「教育,

学習支援業」「運輸業,郵便業」等、また、「勤務地（同）が限定されている区分」については

「生活関連サービス業,娯楽業」や「宿泊業,飲食サービス業」「卸売業,小売業」「金融業,保険

業」等、さらに「就ける役職・役割の範囲が限定されている区分」は、「金融業,保険業」や

「医療,福祉」等で多くなっている。 

 

図表２１ 多様な正社員の活用状況 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２． 多様な正社員の就業規則での規定や本人明示の状況、事業所閉鎖等に伴う雇用上の 

取扱方針 

正社員の中で、職種・職務、職域や、勤務地（配転・異動の範囲）、役職の範囲がもっと

も広く、また、労働時間がもっとも長い区分を｢無限定正社員｣とし、それとの比較でいずれ

かの働き方が限定されている区分を、｢多様な正社員（限定正社員）｣と定義した22。 

こうした多様な正社員区分を持つ企業（35.5％、ｎ計＝1,725）を対象に、その限定性や処

遇・労働条件等について、就業規則上に規定しているか尋ねると、「規定している」企業が過

                                                
22 なお、異なる名称で呼ばれ、採用や昇進を別に管理している場合や、職種や勤務地等の取扱いが異なる場合、

賃金等処遇を別体系で決定している場合等は、それぞれ異なる区分とみなす（会社役員や障がい者のためだ
けの区分、現在の在籍者が退社すれば廃止する区分は除く）、と注釈した。 
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制度がある, 
25.4 

制度はないが
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制度も慣行も
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5.9 
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10.5 

（ｎ＝多様な正社員区分がある

企業１，７２５社）

無限定正社員と
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転換できる制度や慣行
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可能（無限定

正社員⇔多様

な正社員）, 
58.9 

無限定正社員

→多様な

正社員のみ

可能, 4.8 

多様な正社員

→無限定

正社員のみ

可能, 10.0 

無回答, 
26.2 

（ｎ＝区分間で転換できる制度や

慣行がある企業１，０３７社）

転換できる

方向性

半数（51.9％）を占める一方、「規定していない」とする企業も 1／3 超（37.5％）みられた

（無回答 10.6％）。併せて、限定性や処遇・労働条件等の内容を、多様な正社員本人に書面

で明示しているかについては、「明示している」企業が半数を超える（52.8％）一方、「明示

していない」が約 1／3（33.6％）となっている（無回答 13.6％）。 

一方、事業所閉鎖や事業の縮小等に直面した場合の、多様な正社員区分の人事・雇用上の

取扱いについて、就業規則や内規等で予め規定しているか尋ねると、71.1％が「規定してい

ない」と回答し、「規定している」割合は 17.7％にとどまった（無回答 11.2％）。 

さらに、事業所閉鎖や事業の縮小等に直面した場合に、多様な正社員の雇用についてどの

ように対応する方針か尋ねると、70.7％の企業が「できる限りの雇用維持努力を行う」と回

答した。これに「分からない・考えたことがない」（16.9％）が続き、「雇用維持努力を行う

ことなく、解雇（契約解除）する」は僅少（0.9％）だったものの、無回答（11.5％）も少な

からずみられた。 

 

 

３． 無限定正社員と多様な正社員の間の区分転換の制度や慣行 

無限定正社員と多様な正社員の間で、区分を転換できる制度や慣行があるか尋ねると、「制

度がある」企業が 25.4％、「制度はないが慣行がある」が 34.7％で、合わせて約 6 割（60.1％）

の企業が、何らかの形で転換可能と回答した（図表２２）。 

同企業群を対象に、転換できる方向性を尋ねると、「無限定正社員⇔多様な正社員の相互

に転換可能」とする企業が 6 割弱（58.9％）となる一方、「多様な正社員→無限定正社員の

み」転換可能は 10.0％、「無限定正社員→多様な正社員のみ」転換可能は 4.8％で、無回答（「不

明・分からない」とみられる）が 1／4 を超えた（26.2％）。 

なお、過去 3 年間に転換実績のある企業割合は、44.0％となった。 

 

図表２２ 無限定正社員と多様な正社員の間の区分転換の制度や慣行の現状 
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多様な正社員（限定正社員）（平均選択数２．４個）

％

（複数回答）

（ｎ=正社員・多様な正社員とも回答あり企業１，０５２社）

採用・補充方法

４． 無限定正社員と多様な正社員をともに雇用している企業における、無限定正社員と 

多様な正社員間の雇用状況、処遇・労働条件の違い 

 無限定正社員と多様な正社員をともに雇用している企業群で、両者間の雇用状況や処遇・

労働条件の違いを検証した。なお、比較のためいずれの項目も、無限定正社員と多様な正社

員（もっとも人数が多いケース）の両方に回答があった企業（※）で集計した結果を示す。 

 

（１）雇用状況（限定性、人数、女性割合、採用・補充方法）の違い 

多様な正社員が無限定正社員に比べて限定されている働き方要素をみると（複数回答）、

「職種・職務」が 57.2％、「勤務地」が 53.3％、「役職（昇進）の上限」が 39.3％、「労働時

間（時間外労働の有無含む）」が 32.7％、「その他」が 4.1％となった（1 企業当たりの要素

数は平均 1.9）（※ｎ＝1,052）。これらの組合せ状況は、多かった順に、①「労働時間のみ限

定」が 14.5％、②「職種・職務のみ限定」が 12.7％、③「職種・職務及び勤務地限定」が

12.4％、④「職種・職務、勤務地及び役職限定」が 12.2％、⑤「勤務地のみ限定」が 10.4％

等となっている。 

 人数については、無限定正社員の中央値が 76.0 人（平均値は 256.6 人）に対し、多様な正

社員は 16.0 人（同 83.5 人）となった（※ｎ＝1,045 で比較）。女性の割合は、無限定正社員

の中央値が 16.0％（平均値は 23.5％）のところ、多様な正社員は 60.0％（同 54.8％）であ

る（※ｎ＝1,014 で比較）。平均勤続年数については、無限定正社員の中央値が 12.0 年（平

均値は 12.3 年）に対し、多様な正社員は 8.0 年（同 9.4 年）となった（※ｎ＝933 で比較）。 

採用・補充方法としては（複数選択）、いずれも「中途・通年採用」（無限定正社員で 90.4％、

多様な正社員で 77.5％）、「新規学卒採用（卒業後 3 年以内含む）」（同順に 81.3％、48.9％）

が多い。これらに続き、無限定正社員では「多様な正社員からの転換」（46.9％）等、多様な

正社員では「有期契約労働者からの転換」（32.7％）、「無限定正社員からの転換」（22.6％）

等となっている（※ｎ＝1,052 で比較）（図表２３）。 

図表２３ 無限定正社員と多様な正社員の間で採用・補充方法はどう異なるのか 
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管理職
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サービス職

保安職

製造・生産工程職
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建設・採掘職

運搬・清掃等労務職

その他

1.8 

16.8 

29.7 

10.5 

10.8 
1.0 

14.6 

7.0 

1.7 
3.9 

2.2 

無限定正社員 多様な正社員

（２）労働条件（職種、労働時間・時間外労働、勤務時間制度、勤務地・配置転換、役職 

上限）の違い 

 従事している職種については（複数回答）、無限定正社員では「管理職」（87.7％）、「事務

職」（79.4％）、「専門・技術職」（59.3％）、「販売職」（43.9％）、「製造・生産工程職」（24.4％）

や「サービス職」（24.0％）等の順に多かった（1 企業当たりの職種活用数は平均 3.6）。また、

多様な正社員では「事務職」（55.2％）、「専門・技術職」（31.6％）、「販売職」（19.8％）や「管

理職」（19.1％）、「製造・生産工程職」（18.8％）等となっている（※ｎ＝1,048 で比較）（同

1.9）（図表２４）。 

なお、もっとも人数が多い職種は、無限定正社員が「専門・技術職」や「販売職」（同率

の 20.5％）等に対し、多様な正社員は「事務職」（29.7％）等である（※ｎ＝837 で比較）。

こうしたなか、職種の変更がある（あり得る）割合は、無限定正社員が 85.4％のところ、多

様な正社員は 56.7％となった（※ｎ＝984 で比較）。 

 

図表２４ 無限定正社員と多様な正社員の間で職種はどう異なるのか 

                           

 

 

 

 

 

 

 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一方、労働時間についてみると、週当たり所定労働時間の長さは、無限定正社員の中央値

が 40.0 時間（平均値は 39.2 時間）に対し、多様な正社員でも 39.9 時間（同 38.1 時間）と

近接している（※ｎ＝935 で比較）。 

従事している職種

もっとも人数が多い職種
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勤務地・配置転換の範囲
（ｎ=無限定正社員・多様な正社員とも回答あり企業１，０７７社）

40.5 

2.7 

24.1 

2.6 

14.8 

6.6 

20.6 

88.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

多様な正社員

無限定正社員

役職には就かせない 下級（係長等）クラスまで 中級（課長等）クラスまで 上級（部長等）クラスまで

（ｎ=無限定正社員・多様な正社員とも回答あり企業９２１社）役職の上限

また、時間外労働（残業や休日出勤）の月間平均の発生状況をみても、いずれも「ある（あ

り得る）が限定的」が半数超を占めている（無限定正社員では 54.0％、多様な正社員では

52.1％）。但し、無限定正社員ではこれに「相当程度ある」（40.5％）、「全く／ほとんどない」

（5.5％）が続くのに対し、多様な正社員では「全く／ほとんどない」（29.0％）、「相当程度

ある」（19.0％）の順となっている（※ｎ＝1,039 で比較）。 

結果として、月間平均の時間外労働の長さについては、無限定正社員の中央値が 20.0 時間

（平均値は 20.9 時間）のところ、多様な正社員は 10.0 時間（同 14.3 時間）にとどまってい

る（※ｎ＝721 で比較）。 

 勤務地・配置転換の範囲については、無限定正社員の方が多様な正社員より、総じて異動

範囲が広い（図表２５）。また、役職の上限に関しても、無限定正社員については 88.1％の

企業が、「上級（部長等）クラスまで」昇進可能としているのに対し、多様な正社員では「役

職には就かせない」企業（40.5％）がもっとも多く、これに「下級（係長等）クラスまで」

（24.1％）等が続く（※ｎ＝921 で比較）。 

 

図表２５ 無限定正社員と多様な正社員の間で 

勤務地・配置転換の範囲や役職の上限はどう異なるのか 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

（３）処遇（基本賃金とそれ以外の処遇、年収水準、教育訓練、定年）の違い 

 基本賃金の形態について、「月給制」の割合は、無限定正社員が 93.9％に対し、多様な正

社員は 79.4％となっている（※ｎ＝1,090 で比較）。 

また、多様な正社員について、無限定正社員と比較した基本賃金の水準は、「正社員と同

じ」が 1／3 を超える（34.6％）一方、「正社員の 8 割程度」（22.6％）、「正社員の 9 割程度」
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5.6 34.6 18.2 22.6 11.9 4.9 2.1 
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正社員より高い 正社員と同じ 正社員の９割程度 正社員の８割程度

正社員の７割程度 正社員の６割程度 正社員の５割程度以下

無限定正社員と比較した基本賃金の水準
（ｎ=正社員・多様な正社員とも回答あり企業１，１７３社）

（18.2％）の順に多く、総じて「正社員の 8 割以上」が 80％超を占めている（※ｎ＝1,173）

（図表２６）。 

基本賃金以外の処遇をめぐっては、「賞与」については、無限定正社員の支給率が 95.0％

に対し、多様な正社員では 84.1％となっている。また、「退職金」については、無限定正社

員の支給率が 86.8％のところ、多様な正社員は 66.4％である。このほか、「家族手当」や「住

宅手当」の支給率についても差異がみられるが、「通勤手当」や「健康保険／厚生年金保険」

「福利厚生」など、その他要素については数％程度の差異にとどまっていて、1 企業当たり

の支給・適用数は無限定正社員が平均 7.1 に対し、多様な正社員でも平均 6.4 となっている

（※ｎ＝1,067 で比較）。 

 

図表２６ 無限定正社員と多様な正社員の間で処遇はどう異なるのか 
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なお、無限定正社員の平均年収（基本賃金に賞与等も加えた税引前・年間収入の一人当た

り平均額を 100 とした場合）と比較した、多様な正社員の年収水準の中央値は 80.0％（平均

値は 82.8％）となった（※ｎ＝970）。 

 一方、教育訓練については、無限定正社員と多様な正社員の間で、「計画的な職場内教育訓

練（OJT）」や「定期的な面談・評価」「自己啓発に対する支援」の実施率は近接しているも

のの、「目標管理による動機づけ」（無限定正社員が 64.1％に対し、多様な正社員は 52.5％）

や、「職場外教育訓練（Off-JT）」（同順に 60.2％、45.1％）、また、「育成目的のジョブ・ロ

ーテーション」（40.7％、28.4％）では、大きな差異がみられる状況となっている（※ｎ＝1,056

で比較）。 

 また、定年の定めが「ある」割合については、無限定正社員が 98.1％（中央値で 60.0 歳

（平均値は 60.8 歳））に対し、多様な正社員は 90.2％（60.0 歳（61.1 歳））である（※ｎ＝

1,095 で比較）。 

 

 

５．全企業における、無限定正社員と多様な正社員間の雇用状況、処遇・労働条件の違い 

 次に、無限定正社員の雇用状況、処遇・労働条件と、多様な正社員（人数が多い順に 3 つ

まで記入のあったすべての合計23）のそれとの違いを検証した。なお、前項の４.は無限定正

社員と多様な正社員をともに雇用している企業（多様な正社員区分を活用している企業）で、

両者間の雇用状況、処遇・労働条件を比較する意味合いがあるのに対し、本項５.では（無限

定正社員か多様な正社員のみを雇用している企業を含め）（社会）全体の平均的な姿として、

無限定正社員と多様な正社員が置かれた雇用状況、処遇・労働条件がどう異なるかを把握す

る意味合いがある。比較のため、いずれの項目も無回答を除いた集計結果で示す。 

 

（１） 雇用状況（限定性、人数、女性割合、採用・補充方法）の違い 

まず、多様な正社員について回答があった企業で、多様な正社員（人数が多い順に 3 つま

で記入のあったすべての合計）が、無限定正社員に比べて限定されている働き方要素をみる

と（複数回答）、「職種・職務」が 60.8％でもっとも多く、次いで「勤務地」が 52.0％、「役

職（昇進）の上限」が 39.3％、「労働時間（時間外労働の有無含む）」が 33.6％、「その他」

が 4.1％となった（1 企業当たりの要素数は平均 1.9）（ｎ＝1,571）。これらの組合せ状況は、

多かった順に、①「職種・職務のみ限定」が 15.2％、②「労働時間のみ限定（育児・介護休

業法への対応のみ含む）」が 13.1％、③「職種・職務及び勤務地限定」が 12.0％、④「職種・

職務、勤務地及び役職限定」が 11.7％、⑤「勤務地のみ限定」が 8.7％等となっている。 

人数については、無限定正社員の中央値が 76.0 人（平均値は 213.8 人）に対し、多様な正

社員は 14.0 人（同 69.4 人）となった（無限定正社員はｎ＝4,110、多様な正社員はｎ＝1,611

                                                
23 本調査では、「多様な正社員」がいる場合に、（その区分毎に）人数が多い順に 3 つまで記入してもらった。 
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で比較）。女性の割合は、無限定正社員の中央値が 18.0％（同 24.7％）のところ、多様な正

社員は 51.0％（同 52.2％）である（無限定正社員はｎ＝4,091、多様な正社員はｎ＝1,565

で比較）。平均勤続年数については、無限定正社員の中央値が 12.0 年（同 12.4 年）に対し、

多様な正社員は 8.0 年（同 9.7 年）となっている（無限定正社員はｎ＝3,879、多様な正社員

はｎ＝1,440 で比較）。 

採用・補充方法としては（複数選択）、いずれも多かった順に、「中途・通年採用」（無限

定正社員で 90.4％、多様な正社員で 77.0％）、「新規学卒採用（卒業後 3 年以内含む）」（同順

に 79.5％、47.4％）、「有期契約労働者からの転換」（同順に 37.8％、30.9％）等となってい

る（無限定正社員はｎ＝4,161、多様な正社員はｎ＝1,628 で比較）（図表２７）。 

図表２７ 無限定正社員と多様な正社員の間で採用・補充方法はどう異なるのか 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）労働条件（職種、労働時間・時間外労働、勤務時間制度、勤務地・配置転換、役職 

上限）の違い 

従事している職種については（複数回答）、無限定正社員では「管理職」（87.3％）、「事務

職」（87.1％）、「専門・技術職」（59.5％）、「販売職」（44.3％）、「製造・生産工程職」（32.8％）

や「サービス職」（22.1％）等の順に多い（1 企業当たりの職種活用数は平均 3.8）。これに対

し、多様な正社員では「事務職」（51.4％）、「専門・技術職」（32.7％）、「管理職」（20.1％）、

「販売職」（17.8％）、「製造・生産工程職」（17.2％）等となっている（同 1.9）（無限定正社

員はｎ＝4,085、多様な正社員はｎ＝1,653 で比較）（図表２８）。 

なお、もっとも人数が多い職種は、無限定正社員が「製造・生産工程職」（24.1％）や「専

門・技術職」（21.1％）等に対し、多様な正社員は「事務職」（28.4％）、「専門・技術職」（18.5％）

等である（無限定正社員はｎ＝3,570、多様な正社員はｎ＝1,463 で比較）。こうしたなか、

職種の変更がある（あり得る）割合は、無限定正社員が 83.0％のところ、多様な正社員では

53.4％となった（無限定正社員はｎ＝3,985、多様な正社員はｎ＝1,548 で比較）。 
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無限定正社員 多様な正社員

図表２８ 無限定正社員と多様な正社員の間で職種はどう異なるのか 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                               

一方、労働時間についてみると、週当たり所定労働時間の長さは、無限定正社員の中央値

が 40.0 時間（平均値は 39.3 時間）に対し、多様な正社員でも 40.0 時間（同 38.2 時間）と

近接している（無限定正社員はｎ＝3,955、多様な正社員はｎ＝1,434 で比較）。 

但し、時間外労働（残業や休日出勤）の月間平均の発生状況をみると、無限定正社員では

「相当程度ある」が 1／3 を超え（34.8％）、「ある（あり得る）が限定的」（58.9％）と合わ

せて 9 割超にのぼるのに対し（「全く／ほとんどない」は 6.3％）、多様な正社員について「相

当程度ある」は 2 割に満たず（18.5％）、「ある（あり得る）が限定的」（50.4％）と合わせて

も 7 割弱（「全く／ほとんどない」が 31.1％）にとどまるなど、明らかな違いがみられる（無

限定正社員はｎ＝4,087、多様な正社員はｎ＝1,597 で比較）。 

結果として、月間平均の時間外労働の長さについては、無限定正社員の中央値が 20.0 時間

（平均値は 20.1 時間）のところ、多様な正社員は 10.0 時間（同 13.7 時間）にとどまってい

る（無限定正社員はｎ＝3,235、多様な正社員はｎ＝1,087 で比較）。 

 勤務地・配置転換の範囲については、無限定正社員の方が、多様な正社員より総じて異動

範囲が広くなっている（図表２９）。また、役職の上限に関しても、無限定正社員について

は 82.2％の企業が、「上級（部長等）クラスまで」昇進可能としているのに対し、多様な正

社員については「役職には就かせない」企業（42.2％）がもっとも多く、これに「下級（係

従事している職種

もっとも人数が多い職種
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42.2 
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21.1 
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15.5 
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21.1 

82.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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（ｎ＝無限定正社員について回答あり企業３，４３９社）

（ｎ＝多様な正社員について回答あり企業１，４８６社）

長等）クラスまで」や「上級（部長等）クラスまで」（ともに 21.1％）等が続く（無限定正

社員はｎ＝3,439、多様な正社員はｎ＝1,486 で比較）。 

 

図表２９ 無限定正社員と多様な正社員の間で 

勤務地・配置転換の範囲や役職の上限はどう異なるのか 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）処遇（基本賃金とそれ以外の処遇、年収水準、教育訓練、定年）の違い 

基本賃金の形態として、「月給制」としている割合は、無限定正社員が 92.0％にのぼるの

に対し、多様な正社員では 79.1％となっている（無限定正社員はｎ＝4,192、多様な正社員

はｎ＝1,660 で比較）。 

 多様な正社員について、無限定正社員と比較した基本賃金の水準は、「正社員と同じ」が 1

／3 を超える（34.6％）一方、「正社員の 8 割程度」（21.7％）、「正社員の 9 割程度」（16.7％）

の順に多く、総じて「正社員の 8 割以上」が 4／3 以上（78.9％）を占めている（ｎ＝1,698）

（図表３０）。 

また、基本賃金以外の処遇をみると、「賞与」については、無限定正社員の支給率が 95.0％

に対し、多様な正社員でも 83.2％となっている。また、「退職金」については、無限定正社

員が 87.2％のところ、多様な正社員では 65.3％にとどまっている。このほか、「家族手当」

や「住宅手当」の支給率でも差異がみられるが、「通勤手当」や「健康保険／厚生年金保険」

「福利厚生」等、その他要素については数％程度の差異にとどまり、1 企業当たりの支給・

適用数は、無限定正社員が平均 6.9 に対し、多様な正社員でも平均 6.3 となっている（無限

定正社員はｎ＝4,109、多様な正社員はｎ＝1,681 で比較）。 
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％

（複数回答）

教育訓練

5.8 34.6 16.7 21.7 12.4 5.4 3.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

正社員より高い 正社員と同じ 正社員の９割程度 正社員の８割程度

正社員の７割程度 正社員の６割程度 正社員の５割程度以下

無限定正社員と比較した基本賃金の水準

図表３０ 無限定正社員と多様な正社員の間で処遇はどう異なるのか 

                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、無限定正社員の平均年収（基本賃金に賞与等も加えた、税引前・年間収入の一人当

たり平均額を 100 とした場合）と比較した、多様な正社員の年収水準の中央値は 80.0％（平

均値は 82.6％）となった（ｎ＝1,433）。 

 一方、教育訓練については、無限定正社員と多様な正社員の間で、「計画的な職場内教育訓

練（OJT）」や「目標管理による動機づけ」「定期的な面談・評価」「自己啓発に対する支援」

の実施率は近接しているが、「職場外教育訓練（Off-JT）」（無限定正社員が 56.1％に対し、

多様な正社員は 42.6％）等では大きな差異がみられる（無限定正社員はｎ＝4,092、多様な
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正社員はｎ＝1,641 で比較）。 

 なお、定年の定めが「ある」割合は、無限定正社員が 98.0％（定年年齢は中央値で 60.0

歳（平均値は 60.8 歳））に対し、多様な正社員は 89.6％（同 60.0 歳（61.1 歳））である（無

限定正社員はｎ＝4,176、多様な正社員はｎ＝1,664 で比較）。 

 

 

６．多様な正社員の今後の活用ニーズ 

｢多様な正社員｣区分を今後、新たに導入（既にある場合は増員）する予定があるか尋ねる

と、73.9％の企業が「導入（増員）の予定はない」とする一方、「多様な正社員区分を今後、

新たに導入（増員）する予定がある」とする企業も、2 割程度（20.4％）みられた（図表３

１）。 

なお、これを雇用者の規模別にみると、導入（増員）予定がある企業割合は大規模になる

ほど高く、1,000 人以上で 37.2％となっている。また、主な業種別では、「宿泊業,飲食サー

ビス業」や「医療、福祉」「生活関連サービス業,娯楽業」等で「導入（増員）予定」が多い。 

多様な正社員区分を導入（増員）する理由としては（複数回答）、「景気回復や少子高齢化

等に伴い、必要な労働力の確保に対する危機感が高まっているから」（52.8％）がもっとも多

い。次いで、「非正社員からの転換を促し、優秀な人材を確保（囲込み）したいから」（36.6％）、

「もっと女性や若者を採用・活用したいから」（31.8％）、「正社員の働き方を見直すため（長

時間労働やメンタルヘルスの改善等）」（28.7％）、「正社員の区分を、もっと細分化する必要

性を感じているから（労働者の価値観の多様化、仕事と生活の両立支援等）」（22.6％）、「（有

効求人倍率の上昇等に伴い）これまでの正社員や非正社員の処遇・労働条件では、良い人材

が採用し難くなっているから」（21.0％）等の順となっている（1 企業当たりの理由数は平均

2.3）。 

また、多様な正社員区分を今後、新たに導入（増員）する予定がある企業で、新設（増員）

に当たっての課題（複数回答）を挙げた企業は半数程度（50.6％）にとどまったものの、内

容としては多かった順に、「区分間の仕事や処遇・労働条件のバランスの取り方が難しい」

（30.0％）ことや、「労務管理が煩雑・複雑になる」（23.8％）こと等が挙げられている。 

 一方、多様な正社員区分の導入（増員）の予定はないとした企業についても、その理由（複

数回答）を確認すると、多かった順に「労務管理が煩雑・複雑になる」（52.7％）、「区分間の

仕事や処遇・労働条件のバランスの取り方が難しい」（49.2％）、「正社員と非正社員の違いが

分かり難くなる」（30.2％）、「多様な正社員に対する従業員ニーズが見極めにくい」（23.3％）、

「事業所数や事業範囲等が限定されている（多様な働き方を形成し難い）」（20.1％）等とな

った。 
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輸送用機械関連

製造業

建設業

計

多様な正社員

区分を今後、

新たに導入

（増員）する

予定がある, 20.4 

導入（増員）の

予定はない, 73.9 

無回答, 
5.7 

（ｎ＝全有効回答企業４，８５４社）

多様な正社員区分を今後、

新たに導入（増員）する予定

図表３１ 多様な正社員の今後の活用ニーズ 
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第３章 考察 

 

 第２章では、改正労働契約法の全面施行（及び前回の調査）から 3 年目、特例（有期雇用

特別措置法）の施行から 3 ヶ月を経て、企業が改正労働契約法やその特例に、どのように対

応しようとしているのか、また今後、通算 5 年を超えた有期契約労働者の無期契約への転換

等を通じ、その増加が見込まれている「多様な正社員」の活用状況・見通しはどうなってい

るのか、等についての集計結果をみた。これを踏まえ、本稿では、①なぜ、無期転換に前向

きな企業が増大したのか、②どのような形態で、無期化しようとしているのか（無期化形態

を規定する要因は何か）、③無期転換層の形成に伴い、企業の雇用ポートフォリオはどう変わ

るのか、④無期転換は、正規・非正規の二極化の緩和にどう寄与するのか、について若干の

考察を試みたい。 

 

 

１．なぜ、無期転換に前向きな企業が増大したのか 

今回の調査で、フルタイム契約労働者を雇用している企業（全有効回答企業の 55.0％）、あ

るいはパートタイム契約労働者を雇用している企業（54.7％）を対象に、有期契約を反復更

新して通算 5 年を超えた場合、労働者の申込みに基づき期間の定めのない労働契約（無期契

約）へ転換できるルール（第 18 条）について、どのような対応を検討しているか尋ねると、

いずれも「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り

換えていく」割合がもっとも多く（フルタイム契約労働者で 45.4％、パートタイム契約労働

者で 50.8％）、これに「対応方針は未定・分からない」（同順に 23.9％、26.9％）、「有期契約

労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」（同順に 19.6％、11.1％）、

「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく」（同順に 6.0％、5.8％）

等が続いた。前回調査と比較して、「対応方針は未定・分からない」や無回答の割合が減少し、

何らかの形（通算 5 年超から＋5 年を超える前に＋雇入れの段階から）で無期契約にしてい

くと回答した企業の割合が、フルタイム契約労働者で 23.9 ㌽増の計 66.1％、パートタイム

契約労働者でも 27.6 ㌽増の計 63.1％と、大幅に増大する結果となった。 

 こうした結果をめぐっては、有期契約労働者を何らかの形で無期契約にしていく企業の割

合は、無期転換ルールの対象者が発生し得る企業で確かに増加しているのか（逆に言えば、

対象となる有期契約労働者がそもそも発生し難い企業の影響を受けている恐れはないか）と

いった点についても検証しておく必要があろう。そこで、今回の調査では新たに、雇用して

いるフルタイム契約労働者、パートタイム契約労働者のうち、これまでの実績・経験に基づ

くと、反復更新を含めた通算勤続年数が 5 年を超える人数割合はどの程度になるかについて

も尋ねている。その結果は１８頁の図表１２に示した通りだが、無期転換ルールへの対応方

針・状況との関係を改めて調べると、図表３２のようになった。 

調査シリーズNo.151

労働政策研究・研修機構（JILPT）



－41－ 

14.7 

14.1 

7.2 

12.0 

5.1 

4.1 

2.9 

1.1 

3.7 

6.0 

28.4 

37.3 

44.1 

32.2 

51.8 

52.2 

54.2 

55.2 

52.9 

45.4 

12.8 

19.6 

19.6 

31.5 

20.4 

10.8 

14.0 

16.7 

16.1 

19.6 

1.0 

1.1 

1.1 

1.5 

1.0 

0.5 

0.7 

1.5 

0.9 

1.1 

0.6 

0.4 

0.4 

0.3 

0.6 

0.2 

0.5 

0.0 

0.4 

0.4 

38.6 

23.9 

23.9 

21.1 

20.1 

32.1 

26.7 

24.4 

25.1 

23.9 

3.9 

3.6 

3.6 

1.3 

0.9 

0.2 

1.0 

1.1 

0.8 

3.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

前回調査

（ｎ＝４，３２８社）

実質的な

意味合いから補正計②

（ｎ＝２，６７１社）
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いない企業

（ｎ＝５７５社）

０％超～３０％

（ｎ＝６９４社）

３０％超～５０％

（ｎ＝５００社）

５０％超～８０％

（ｎ＝３８４社）

通算勤続年数が５年を超える

人数割合が、全体の８０％超

（ｎ＝２７６社）

これまでの実績・経験で

通算勤続年数が５年を超える

有期契約労働者がいる企業計

（ｎ＝１，８５４社）

計

（ｎ＝２，６５６社）

パートタイム契約労働者

有期契約が更新を含めて通算５年を超えないように運用していく

通算５年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

有期契約労働者の適性を見ながら、５年を超える前に無期契約にしていく

（有期契約での雇入れは行わないようにする）

有期契約労働者を、派遣労働者や請負に切り換えていく

対応方針は未定・分からない

無回答

図表３２ 通算勤続年数が 5 年を超える人数割合と無期転換ルールへの対応方針・状況 
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 結果をみると、反復更新を含めた通算勤続年数が 5 年を超える有期契約労働者（無期転換

ルールの対象者）が確かに発生し得る企業で、（同人数割合が高いほど「有期契約が更新を含

めて通算 5 年を超えないように運用していく」割合が逓減され）、「通算 5 年を超える有期契

約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」といった前向きな回答

が、選択されていることが分かる（なお、フルタイム契約労働者については、5 年超の人数

割合が 30％超～50％程度の企業で、対応方針を決めかねている割合がやや多くなっている様

子も見て取れる）。 

一方、フルタイム契約労働者を雇用している企業の約 1／4（25.2％）、また、パートタイ

ム契約労働者を雇用している企業の 1／5 超（21.6％）は、少なくともこれまでの経験・実

績上、通算勤続年数が 5 年を超える者はいないと回答しているが、そうした企業群（フルタ

イム契約労働者でｎ＝673,パートタイム契約労働者でｎ＝575）でも、「通算 5 年を超える有

期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」との回答が、同順

に 32.2％、45.0％選択されているようである。このことは、少なくともこれまでの実績・経

験上は、通算 5 年を超える者が発生しなかっただけであって、今後の可能性まで排除するも

のではない。また、通算 5 年未満で正社員に登用してきたところも含まれている24だろう25（少

なくとも同企業群中、フルタイム契約労働者については 81.6％、パートタイム契約労働者で

も 64.9％に正社員への登用制度・慣行がある）から、無期転換ルールへの対応方針・状況に

ついて、必ずしも無責任に回答していることを意味するわけではない。 

その上で、通算勤続年数が 5 年を超える者はいないにも係わらず、「通算 5 年を超える有

期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」と回答した企業に

ついて、正社員への登用制度・慣行もない企業数を算出すると、フルタイム契約労働者では

ｎ＝34、パートタイム契約労働者についてはｎ＝71 となった。そこで、同ｎ数分については

実質的に、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく」ことになる

恐れが高いものと仮定して、無期転換ルールへの対応方針・状況を試算すると、図表３２の

各表末尾（補正①）の通りになった。 

なお、通算勤続年数が 5 年を超える者はいないとしつつ、「通算 5 年を超える有期契約労

働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」と回答した企業分すべてを、

「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく」に含めて試算した結果

は、補正②の通りである。前回調査には、同様の設問が含まれていないため、条件を揃えて

比較することは出来ないが、仮にこうして試算した結果と比較しても、何らかの形で無期契

約にしていくと回答した企業の割合は、確かに増加していることが分かる。 

                                                
24 但し、その場合にはなぜ、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」を選

択しなかったかという疑問も残る。今後は 5 年超に後倒しすることを意味している恐れもあり、留意を要す
る。 

25 前回調査によれば、有期契約労働者を雇用している企業（ｎ＝5,588）の 30.4％は、「正社員として採用でき
るかどうか、人物や適性を見極めるため」に、有期契約で雇用していると回答している。 
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それでは、無期契約への転換に前向きな企業が増大したのはなぜだろうか。フルタイムあ

るいはパートタイムの契約労働者を、何らかの形で無期契約にしていくと回答した企業を対

象に、有期契約労働者を無期契約に転換するメリットをどのように考えているか尋ねると（複

数回答）、「長期勤続・定着が期待できる」が最多で 7 割を超え（72.0％）、次いで「有期契

約労働者の雇用に対する不安感を払拭し、働く意欲を増大できる」（57.8％）、「要員を安定的

に確保できるようになる」（48.1％）等が挙がった（９頁・図表４）。前回調査と比較して、

「長期勤続・定着が期待できる」（10.8 ㌽増）や「要員を安定的に確保できるようになる」（11.1

㌽増）の上昇が目立ち、昨今の人手不足で人材確保の危機感が高まるなか、企業が有期契約

から無期契約への転換を通じ、人材の囲込みを進めようとしている様子が窺える。 

一方、同企業群を対象に、無期契約に転換すると雇用管理上、どのようなことが課題にな

ると思うか尋ねると（複数回答）、「雇用調整が必要になった場合の対処方法」（54.9％）がも

っとも多く、これに「正社員と有期契約労働者の間の仕事や労働条件のバランスの図り方」

（42.7％）、「業務量の変動に伴う労働条件の調整方法」（32.4％）、「正社員の新規採用に対す

る影響」（23.0％）等が続いた。前回調査と概ね同様の結果だが、「正社員の新規採用に対す

る影響」については 7.1 ㌽低下している。すなわち、無期契約への転換に前向きな企業が増

大した背景には、2012～16 年頃にかけて団塊世代の最終退職等も見込まれる中、有期契約

労働者の無期転換が、要員問題に及ぼす影響に対する懸念が、後退したこと等もあるとみら

れる。 

なお、こうした結果を主な業種別にみると、図表３３の通りになった。フルタイム契約労

働者ではすべての業種、パートタイム契約労働者についても「生活関連サービス業,娯楽業」

を除く全業種で、「有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく」企業

が減少している。また、フルタイム契約労働者については「金融業,保険業」を除き、パート

タイム契約労働者でも「学術研究,専門・技術サービス業」を除く業種で、「対応方針は未定・

分からない」が低下していて、その分、「通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みが

なされた段階で無期契約に切り換えていく」等、何らかの形で無期契約にしていく企業が増

加する結果となっている。前回調査からの上昇幅（㌽差）がとくに大きいのは、「教育,学習

支援業」（フルタイム契約労働者で 30.9 ㌽増、パートタイム契約労働者で 29.8 ㌽増）や「情

報通信業」（同順に 26.2 ㌽増、38.1 ㌽増）、「製造業」（25.9 ㌽増、30.7 ㌽増）、「その他サー

ビス業」（25.2 ㌽増、29.6 ㌽増）のほか、「卸売業,小売業」（フルタイムで 25.3％）、「建設業」

（パートタイムで 33.2 ㌽増）等である。 

これらの業種が、無期転換に伴うメリットや雇用管理上の課題をどのように捉えているか

確認すると（図表３４）、前回調査と比較してやはり、「長期勤続・定着が期待できる」（教

育,学習支援業で 13.7 ㌽増、その他サービス業で 12.8 ㌽増等）や、「要員を安定的に確保で

きるようになる」（教育,学習支援業で 22.3 ㌽増等）の上昇が目立つ。また、「技能の蓄積や

ノウハウの伝承が着実に図られるようになる」についても、「教育,学習支援業」（27.2 ㌽増）
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前回調査 今回調査

や「情報通信業」（24.1 ㌽増）等で大幅に高まっている。 

 

図表３３ 主な業種や雇用者の規模別に、前回調査と比較した 

無期契約転換ルールへの対応方針・状況 
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長期勤続・
定着が

期待できる

教育訓練
投資を行い
やすくなる

要員を
安定的に
確保できる
ようになる

有期契約
労働者の
雇用に
対する
不安感を
払拭し、
働く意欲を
増大できる

技能の蓄積
やノウハウ
の伝承が
着実に
図られる
ようになり
生産性が
向上する

職場の
一体感が
醸成される
（職場の

人間関係が
良好に
なる）

既存の
正社員を
より高度な
仕事に専念
させること
ができる

既存の
正社員の
労働条件を
引き下げる

ことが
できる

その他 無回答 平均
選択数

業務量の
変動に伴う
労働条件の
調整方法

雇用調整が
必要に

なった場合
の対処方法

モチベー
ションを
維持する

ための方法

正社員の
新規採用に
対する影響

正社員と
有期契約
労働者の

間の仕事や
労働条件の
バランスの
図り方

労働組合
との協議・

調整

その他 無回答 平均
選択数

前回調査 61.2 9.2 37.0 56.5 21.9 18.5 8.6 2.1 1.8 10.3 2.4 33.8 55.6 17.5 30.1 41.4 4.5 1.6 8.1 2.0
今回調査 72.0 11.9 48.1 57.8 28.7 21.9 10.0 1.1 1.4 6.9 2.7 32.4 54.9 18.6 23.0 42.7 4.5 1.8 8.0 1.9

建設業 前回調査 56.7 6.3 40.2 52.0 22.8 21.3 12.6 4.7 0.8 10.2 2.4 31.5 60.6 11.8 33.9 40.9 2.4 2.4 5.5 1.9
今回調査 65.5 9.5 52.6 58.6 27.6 24.1 10.3 1.7 1.7 5.2 2.7 35.3 51.7 17.2 25.0 49.1 5.2 0.0 5.2 1.9

製造業 前回調査 59.8 10.8 33.4 57.8 28.5 17.9 8.9 2.0 1.5 11.9 2.5 37.6 61.8 17.4 33.9 42.2 4.6 0.7 7.3 2.1
今回調査 70.4 12.5 40.3 55.9 26.2 23.8 9.5 0.5 0.9 8.4 2.6 34.8 57.5 17.4 26.9 38.9 4.8 1.4 7.9 2.0

情報通信業 前回調査 67.8 10.3 36.8 67.8 23.0 24.1 4.6 0.0 1.1 3.4 2.4 26.4 46.0 10.3 18.4 44.8 2.3 0.0 12.6 1.7
今回調査 75.3 8.2 54.1 63.5 47.1 18.8 9.4 1.2 1.2 3.5 2.9 40.0 63.5 22.4 22.4 50.6 1.2 1.2 4.7 2.1

運輸業、郵便業 前回調査 60.6 9.6 37.2 54.8 16.0 19.1 2.7 3.2 1.1 13.3 2.4 36.2 55.3 18.1 21.3 37.2 11.2 4.3 6.9 2.0
今回調査 78.6 9.9 58.2 56.0 26.4 20.3 4.9 1.6 1.6 4.9 2.7 34.6 56.0 15.4 26.4 34.6 12.1 3.8 4.9 1.9

卸売業、小売業 前回調査 63.0 8.5 33.4 57.6 17.0 16.6 9.9 1.6 1.6 9.9 2.3 33.4 51.6 18.6 33.9 44.8 4.5 0.9 7.4 2.0
今回調査 71.2 10.0 42.6 59.5 26.2 21.4 11.2 1.4 1.2 6.2 2.6 28.1 56.0 17.1 19.8 47.1 3.1 1.7 8.6 1.9

学術研究、専門・技術サービス業 前回調査 54.0 16.0 30.0 62.0 38.0 32.0 10.0 4.0 4.0 4.0 2.6 26.0 52.0 16.0 30.0 32.0 6.0 4.0 14.0 1.9
今回調査 65.4 15.4 48.1 59.6 36.5 19.2 19.2 0.0 0.0 3.8 2.7 21.2 46.2 25.0 17.3 46.2 0.0 0.0 7.7 1.7

宿泊業、飲食サービス業 前回調査 65.8 6.0 45.6 45.0 18.8 15.4 9.4 2.7 3.4 7.4 2.3 30.2 58.4 12.8 25.5 43.6 3.4 2.0 10.7 2.0
今回調査 77.9 14.5 54.2 58.8 30.5 16.0 12.2 1.5 0.8 9.2 2.9 31.3 50.4 17.6 21.4 40.5 8.4 2.3 10.7 1.9

生活関連サービス業、娯楽業 前回調査 73.8 7.5 51.3 58.8 13.8 20.0 6.3 0.0 1.3 3.8 2.4 25.0 45.0 26.3 26.3 38.8 6.3 0.0 5.0 1.8
今回調査 69.1 13.2 55.9 48.5 29.4 27.9 7.4 4.4 4.4 8.8 2.9 23.5 42.6 33.8 14.7 39.7 5.9 1.5 11.8 1.8

教育、学習支援業 前回調査 48.6 8.6 34.3 51.4 14.3 11.4 5.7 2.9 0.0 20.0 2.2 31.4 60.0 22.9 31.4 37.1 2.9 0.0 11.4 2.1
今回調査 62.3 15.1 56.6 66.0 41.5 22.6 7.5 1.9 3.8 5.7 2.9 37.7 58.5 18.9 26.4 41.5 9.4 0.0 7.5 2.1

医療、福祉 前回調査 70.8 10.4 45.8 62.5 18.8 19.8 10.4 3.1 1.0 6.3 2.6 29.2 38.5 12.5 34.4 46.9 1.0 3.1 8.3 1.8
今回調査 82.1 16.1 53.6 56.3 27.7 25.0 9.8 0.9 1.8 5.4 2.9 29.5 41.1 16.1 23.2 43.8 1.8 2.7 12.5 1.8

その他サービス業 前回調査 59.0 9.6 39.9 55.0 24.0 20.3 9.2 2.2 3.7 10.7 2.5 35.8 58.7 22.5 25.8 35.8 2.2 2.6 9.2 2.0
今回調査 71.8 12.6 53.4 58.5 28.9 19.1 9.7 0.7 1.4 6.1 2.7 34.7 62.5 19.5 21.3 44.0 2.2 2.9 5.1 2.0

サービス業計 前回調査 62.5 9.0 42.2 53.6 22.6 20.0 8.8 2.2 3.2 8.1 2.4 32.1 56.1 19.7 26.4 37.9 3.6 2.2 9.4 2.0
今回調査 72.1 13.4 53.2 57.5 30.0 19.4 10.9 1.3 1.5 7.0 2.8 31.1 55.3 21.3 20.2 43.0 4.0 2.3 7.5 1.9

非製造業計 前回調査 61.7 8.7 38.5 56.3 19.5 18.9 8.5 2.2 1.9 9.5 2.4 32.5 53.6 17.6 28.7 41.3 4.5 1.9 8.2 2.0
今回調査 72.9 11.6 51.3 58.8 29.8 21.3 10.1 1.3 1.5 6.0 2.8 31.6 54.2 19.1 21.8 44.2 4.5 1.9 7.6 1.9

５０～９９人 前回調査 58.2 9.1 38.4 54.0 23.6 20.7 8.3 1.7 0.9 10.6 2.4 31.9 52.0 18.2 30.1 38.7 3.3 1.4 10.1 2.0
今回調査 70.8 14.0 45.3 58.3 29.8 26.5 11.0 1.4 2.3 6.3 2.8 34.0 49.4 19.0 22.6 38.3 2.6 1.2 10.1 1.9

１００～２９９人 前回調査 60.7 9.8 35.2 58.4 20.8 19.6 7.5 2.5 1.8 9.8 2.4 32.9 57.8 14.8 31.1 38.6 3.6 1.6 7.6 2.0
今回調査 72.7 10.7 49.5 55.6 28.2 20.3 9.1 0.9 0.9 6.9 2.7 32.3 55.7 17.2 24.2 40.3 3.8 1.7 7.6 1.9

３００～４９９人 前回調査 60.6 8.1 33.3 56.1 17.2 17.7 5.6 1.0 3.0 13.1 2.3 33.3 57.6 15.2 29.8 42.9 7.1 2.0 8.1 2.0
今回調査 73.0 10.1 49.4 64.0 25.8 18.0 9.6 2.2 0.6 6.7 2.7 31.5 52.8 19.7 15.2 50.6 5.6 2.2 6.2 1.9

５００～９９９人 前回調査 70.5 9.8 40.5 57.8 21.4 12.1 11.6 0.6 3.5 9.2 2.5 38.7 57.2 23.7 31.2 49.1 4.6 1.2 5.8 2.2
今回調査 69.8 10.7 49.0 57.0 26.2 21.5 8.7 0.0 0.0 7.4 2.6 28.2 60.4 18.8 28.9 55.7 6.0 2.0 8.7 2.2

１，０００人以上 前回調査 63.8 7.3 37.7 61.5 25.0 13.1 11.9 2.7 1.9 10.0 2.5 39.2 60.4 21.2 27.3 55.4 8.8 1.5 5.0 2.3
今回調査 76.0 10.4 52.1 62.5 33.9 16.1 14.1 1.0 2.1 7.8 2.9 32.3 68.8 22.9 20.8 58.3 14.6 3.1 4.2 2.3

フルタイムあるいはパートタイムの
契約労働者を、何らかの形で
無期契約にしていくと回答した

企業に占める割合（％）

有期契約労働者を無期契約に転換するメリットをどう考えるか 有期契約労働者を無期契約に転換すると、雇用管理上どのようなことが課題になると思うか

全体計

主
な
業
種
別

雇
用
者
規
模
別

図表３４ 主な業種や雇用者の規模別に、前回調査と比較した 

  無期転換に伴うメリットと雇用管理上の課題 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、「正社員の新規採用に対する影響」については、「卸売業,小売業」（14.1 ㌽減）等で

減退し、また、「雇用調整が必要になった場合の対処方法」についても、「建設業」（8.9 ㌽減）

や「製造業」（4.3 ㌽減）等で低下している。 

なお、無期転換に前向きな企業が「教育,学習支援業」や「学術研究,専門・技術サービス

業」（フルタイム契約労働者で 17.9 ㌽増、パートタイム契約労働者で 16.7 ㌽増）で増加した

背景としては、この間、大学等及び研究開発法人の教員等や研究者等について、無期契約に

転換するまでの期間が 10 年に延長されたこと（そのため、今回の調査でもこれらの対応状

況を記入する場合は、設問文の 5 年を 10 年に読み替えて回答してもらったこと）、による効

果等が考えられる。こうした業種についてはむしろ、有期契約労働者のまま 10 年間、使い

続けられるメリット等として回答している企業も含まれるため、読み解く上では留意が必要

である。 

また、無期転換に前向きな企業が「その他サービス業（他に分類されないもの）」の「労

働者派遣会社」等で増加した（フルタイム契約労働者で 20.9 ㌽増、パートタイム契約労働者

で 32.6 ㌽増）背景には、改正労働者派遣法で規定（調査時点では第 189 回国会（常会）の

参議院で審議中）された、第 30 条・転換推進措置の努力義務化や、派遣元事業主に無期雇

用される派遣労働者を派遣する場合は、期間制限の例外とされること等を見据えた反応とも
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考えられるだろう。 

 ところで、前回調査の考察で、無期転換ルールへの対応方針・状況を左右する規定要因と

しては、契約の更新上限の設定状況や正社員登用制度・慣行の導入状況等の影響が顕著（す

なわち企業は、従前からの雇用管理手法と整合性を図る形で、合理的な行動を選択する見通

し）であることを指摘した。今回の調査でも、無期転換ルールへの対応方針を被説明変数と

し、主な業種や雇用者規模（基礎的な属性要因）と、契約の更新上限の設定状況や正社員登

用制度・慣行の導入状況（雇用管理要因）を説明変数とする、「多項ロジスティック回帰分析」

26を行って確認すると、図表３５の通りになった。 

結果（モデル②）をみると、フルタイム・パートタイム契約労働者を問わず、契約の更新

上限を設定している企業では、上限を設定していない企業に比べて、通算 5 年未満に抑制す

る（有期契約が更新を含めて通算 5 年を超えないように運用していく）方針を採用する傾向

が非常に強いことが分かる。また、契約の更新上限を設定している企業では、法定を上回る

無期転換（「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に」あるいは「雇入れの段階

から」無期契約にしていく）方針を採用する傾向もみられるが、いずれも「対応方針は未定・

分からない」企業を参照カテゴリとするオッズ比27の比較では、前者が圧倒的に優勢となっ

ている。 

一方、正社員への登用制度や慣行を持つ企業では、制度も慣行も持たない企業に比べて、

法定通りに無期転換する（通算 5 年を超える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で

無期契約にしていく）方針や、法定を上回る無期転換方針を採用する傾向が非常に強くなっ

ている（モデル③）。なお、オッズ比をみると、正社員への登用が制度として確立されている

企業の方が、慣行として実施している企業より、法定を上回る無期転換ないし法定通りに無

期転換する傾向が強い。また、フルタイム契約労働者については、法定を上回る無期転換方

針が明らかに優勢だが、パートタイム契約労働者では両者が拮抗している。 

その上で、契約の更新上限の設定状況と正社員登用制度・慣行の導入状況を組み合わせた

ダミー変数を作成して投入すると（モデル④）、契約の更新上限のみを持つ企業では、（いず

れも持たない企業に比べて）通算 5 年未満に抑制する方針を採用する傾向がさらに強まるこ

とが分かる（モデル②との比較で、フルタイム契約労働者のオッズ比は 11.7 から 18.4 に、

パートタイム契約労働者についてはさらに顕著で 18.7 から 31.7 まで高まっている）。 

 

                                                
26 被説明変数が多値を採れるため、多様な対応方針を一回の分析で同時に扱うことができる。また、参照カテ

ゴリが「対応方針は未定・分からない」に統一されるため、各方針間における回帰係数（Ｂ値）の比較も可
能である。すなわち、「多項ロジスティック回帰分析」に依れば、相対的にどのような特徴を持つ企業が、現
時点で①通算 5 年未満に抑制、②法定通りに無期転換、③法定を上回る無期転換のどの方針を、（「対応方針
は未定・分からない」より多く）選択しているか（いずれの選択肢も採り得る中で、Ｂ値比較ではどの方針
がもっとも優勢か）を知ることが出来る。 

27 オッズ比（exp（B））は、ある事象の起こる確率と起こらない確率の比率を示している。説明変数が被説明
変数に及ぼす単独の影響力の強さを表しており、説明変数の値が 1 単位変化した時の、被説明変数に対する
影響度合いを意味している。 
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これに対し、正社員への登用制度・慣行のみを持つ企業は、法定を上回る無期転換方針（と

くにフルタイム契約労働者で優勢）や、法定通りに無期転換する方針を採用する傾向が強い。

また、契約の更新上限と正社員への登用制度・慣行のいずれも有する企業は、法定を上回る

無期転換方針か通算 5 年未満に抑制する方針のいずれかを、採用する傾向が強くなっている

28（フルタイム契約労働者では両者が拮抗しているが、パートタイム契約労働者については

前者が優勢である）。 

なお、主な業種や雇用者規模との関連（モデル①とモデル②～④の比較）をみると、契約

の更新上限の設定状況や正社員登用制度・慣行の導入状況を追加することで、有意性が消失

したり、有意水準が低下したりするものがみられる。例えば、通算 5 年未満に抑制する方針

については、モデル①では雇用者規模が大きい企業ほど採用する傾向が強いが、契約の更新

上限の設定状況ダミーを投入すると（モデル②）、そうした傾向や有意性を消失することが分

かる。これらについては、見掛け上、雇用者規模等の特徴のように観察された事象が、結局

は契約の更新上限の設定割合の多寡等に起因していたことを示していると考えられる。一方、

契約の更新上限の設定状況や正社員登用制度・慣行の導入状況を投入することで、逆に有意

性が現れたり、有意水準が上昇するものもある。例えば、モデル①と③の比較でみると、1,000

人以上の企業で法定を上回る無期転換方針を採用し難い傾向は、正社員への登用制度・慣行

の導入状況ダミーを投入することでより顕著になる（有意水準が上昇する）ことが分かる。

これらについては、正社員登用制度・慣行の導入状況等をコントロールすることで、むしろ

雇用者規模等の本来の特徴が顕在化したと考えられる。 

総じて、無期転換ルールへの対応方針は、契約の更新上限の設定状況と正社員登用制度・

慣行の導入状況の 2 つを特徴的な指標として、ある程度、判別することができ、転換申込権

の行使を希望する有期契約労働者にとっては、自身が勤務する企業の方針がどのようである

かを窺い知る（あるいは新たに企業を選定する上での）、一つの目安になると言えるだろう。 

 

こうした結果を踏まえ、今回の調査で契約の更新上限の設定状況や、正社員への登用制

度・慣行の導入状況を改めて確認すると、契約の反復更新に係る上限を「設けている」企業

は、前回調査よりやや増加しているとはいえ、フルタイム契約労働者を雇用している企業で

（2.8 ㌽増の）12.9％、パートタイム契約労働者を雇用している企業でも（2.3 ㌽増の）8.8％

にとどまっている（１９頁・図表１３）。 

一方、有期契約労働者をいわゆる正社員へ登用する制度や慣行が「ある」割合は、フルタ

                                                
28 通算 5 年未満に抑制する方針と法定を上回る無期転換方針に、ある種の親和性があり得るという点には留意

する必要があると思われる。というのも、本調査では無期転換ルールへの対応方針の選択に当たり、フルタ
イム・パートタイム契約労働者それぞれ、「もっとも当てはまるものに 1 つだけ○」を付してもらえるようお
願いしている。そのため、契約の更新上限と正社員への登用制度・慣行の両方を持つ企業（例えば、３年程
度で正社員に登用するか、契約満了にするかを判断する企業等）の場合は、当てはまる人数の多寡に応じて
通算 5 年未満に抑制する方針か、法定を上回る無期転換方針かを選択しているとみられるが、既に枠組みは
整っているだけに、（今後の景気動向等によっては）いずれにも転じやすい側面があると考えられる。 
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前回調査
（雇用している企業

ｎ＝４，３２８）

今回調査
（雇用している企業

ｎ＝２，６７１）

前回調査
（雇用している企業

ｎ＝４，２２９）

今回調査
（雇用している企業

ｎ＝２，６５６）

契約の更新上限のみを持つ企業 3.4 2.2 3.5 2.5
正社員への登用制度・慣行のみを持つ企業 60.8 71.4 40.3 63.1

契約の更新上限と正社員への登用制度・

慣行のいずれも持つ企業
6.4 10.6 2.5 6.1

いずれも持たない企業 23.7 11.1 46.1 22.0
いずれか無回答 5.7 4.7 7.6 6.3

フルタイム契約労働者 パートタイム契約労働者

各雇用企業を１００とした割合（％）

イム契約労働者を雇用している企業で（前回調査比 14.4 ㌽増の）82.2％、パートタイム契約

労働者を雇用している企業でも（26.1 ㌽増の）69.5％と大幅に上昇している（２０頁・図表

１４）。 

こうしたなか、契約の更新上限の設定状況と正社員登用制度・慣行の導入状況の組合せを

算出すると、図表３６の通りになった。すなわち、フルタイム・パートタイムの契約労働者

を問わず、前回調査より契約の更新上限のみを持つ企業が減少する一方、正社員への登用制

度・慣行のみを持つ企業が大幅に増加し、また、契約の更新上限と正社員への登用制度・慣

行をいずれも持つ企業も微増していることが分かる。 

そうした変化には、景気の緩やかな回復基調の下での昨今の雇用情勢、すなわち売り手市

場の中での人材採用の難しさ（人手不足）等が大きく影響しているとみられるが、それは結

果として今後の（あるいは、既に拡がり始めている29）無期転換に対する、抵抗感の希薄化

等に貢献する（している）可能性があると言えるだろう。 

なお、とくにパートタイム契約労働者について、正社員への登用制度・慣行が急速に拡が

っている背景としては、改正パートタイム労働法（第 13 条で、通常労働者（フルタイム）

への転換推進措置の実施義務を規定。規定自体は、2008 年 4 月施行の改正時に盛り込まれ

たものだが、2015 年 4 月より同法違反の企業に対する勧告・公表制度や過料を新設し、ま

た、正社員との差別的取扱いが禁止されるパートタイム労働者の対象範囲を拡大するなどし

て施行された）等の効果もあるとみられる。 

 

図表３６ 前回調査と比較した契約の更新上限と正社員登用制度・慣行の組合せ状況 

                

 

 

 
 
 

 

 

２．どのような形態で、無期化しようとしているのか 

フルタイム・パートタイムの契約労働者が転換後、どのような処遇・労働条件に位置づけ

られようとしているのかを把握するため、何らかの形で無期契約にしていくと回答した企業

（フルタイム契約労働者で計 66.1％、パートタイム契約労働者で計 63.1％）を対象に、どの

                                                
29 労働契約法の改正以降における無期転換状況については、５頁でみた通りである。また、厚生労働省が昨年 10

月 19 日に公表した「労働契約法に基づく『無期転換ルール』への対応について」によれば、株式会社三越伊勢
丹や株式会社滋賀銀行、明治安田生命保険相互会社など、改正労働契約法を先取りする形で無期転換した／無
期転換に向けた制度を整備した企業が確認されている（http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000092749.html）。 
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今回調査：フルタイム契約労働者

（ｎ＝無期労働契約に転換する

意向がある企業１，３３４社

（分からない・無回答除く））

前回調査：フルタイム契約労働者

（ｎ＝無期労働契約に転換する

意向がある企業１，５４９社

（分からない・無回答除く））

15.6 

13.3 

13.2 

20.3 

12.3 

13.2 

57.7 

52.4 

1.2 

0.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査：パートタイム契約労働者

（ｎ＝無期労働契約に転換する

意向がある企業１，２５７社

（分からない・無回答除く））

前回調査：パートタイム契約労働者

（ｎ＝無期労働契約に転換する

意向がある企業１，２００社

（分からない・無回答除く））

既存の正社員区分に転換する

正社員（左記）以外の既存の無期契約区分に転換する

正社員（左記）以外の新たな無期契約区分を設置する

（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる

その他

ような形態で無期契約にする意向かを尋ねると、いずれも「（新たな区分は設けず）各人の有

期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」割合がもっとも多

かった（同順に 32.6％、43.3％）。これにフルタイム契約労働者では「既存の正社員区分に

転換する」（26.4％）、パートタイム契約労働者については「分からない（具体的には未だ考

えていない）」（16.2％）等が続く。 

こうした結果を前回調査と比較すると、「分からない」や無回答の割合が増加しているこ

とが分かる。このことは、今回、無期転換ルールへの「対応方針は未定・分からない」とす

る企業等が減少し、無期契約への転換に前向きな企業が大幅に増大したことと表裏の関係に

あるとみられる。すなわち、人手不足等を背景に、何らかの形で無期契約に移行せざるを得

ないと大筋の方向性を固めつつも、具体的な内容については未だ、詰め切れていない企業が

少なからずあるということだろう。 

なお、仮に「分からない」や無回答がなかったものと仮定して、前回調査と比較すると、

図表３７の通りになる。結果をみると、フルタイム・パートタイム契約労働者のいずれも、

（中間的な形態である）「正社員以外の既存・新設の無期契約区分に転換する」割合が低くな

り、「既存の正社員区分に転換する」や「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・

責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」企業が増加していることが分かる。す

なわち、無期契約への転換に際しては、両極化傾向が強まっている恐れもあると考えられる。 

また、無期転換に前向きであっても「既存の正社員区分に転換する」場合等については、

「別段の定め」により実質的に、（従来からの）正社員登用制度・慣行と同一のものになって

しまう（結果として（とくにパートタイムの）有期契約労働者による無期転換申込権の行使

が抑制される）恐れもある。引き続き、注意深く動向を観察していく必要があるだろう。 

 

図表３７ 前回調査と比較した無期化形態の選択方針（無回答・分からないを除く再集計） 
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パートタイム契約労働者を

雇用している計

既存の正社員区分に転換する

正社員（左記）以外の既存の無期契約区分に転換する

正社員（左記）以外の新たな無期契約区分を設置する

（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる
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パートタイム契約労働者

34.2 

30.4 

34.6 

34.2 

25.6 

38.2 

47.1 

32.3 

26.7 

27.8 

23.2 

31.9 

37.9 

30.1 

43.2 

52.0 

25.0 

18.5 

35.3 

31.2 

43.5 

35.0 

10.3 

7.6 

9.6 

9.2 

14.0 

11.2 

8.8 

6.5 

13.3 

5.6 

10.1 

8.3 

13.8 

9.0 

11.7 

6.0 

7.1 

13.0 

11.8 

11.0 

7.2 

10.0 

13.1 

15.2 

15.4 

7.9 

4.7 

12.4 

0.0 

12.9 

13.3 

13.0 

14.5 

11.1 

6.9 

11.3 

6.3 

12.0 

5.4 

24.1 

20.6 

11.9 

8.7 

10.9 

41.6 

46.8 

40.4 

47.4 

51.2 

38.2 

44.1 

45.2 

46.7 

51.9 

50.7 

47.2 

41.4 

48.4 

37.8 

30.0 

62.5 

42.6 

32.4 

44.3 

39.1 

43.1 

0.9 

0.0 

0.0 

1.3 

4.7 

0.0 

0.0 

3.2 

0.0 

1.9 

1.4 

1.4 

0.0 

1.2 

0.9 

0.0 

0.0 

1.9 

0.0 

1.5 

1.4 

1.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業計

「労働者派遣会社」や

「業務請負会社」に該当

その他サービス業

医療、福祉

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

学術研究、専門・技術サービス業

金融業、保険業

専門小売

総合小売

専門卸

総合卸

卸売業、小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

食料品関連

電機・電子関連

輸送用機械関連

製造業

建設業

フルタイム契約労働者を

雇用している計

フルタイム契約労働者

15.0 

7.2 

13.1 

14.6 

16.3 

18.8 

10.0 

5.3 

18.2 

14.8 

13.3 

21.0 

24.1 

16.1 

19.8 

25.9 

10.9 

9.1 

6.1 

13.4 

21.1 

15.6 

13.8 

14.5 

13.7 

13.4 

14.0 

12.5 

13.3 

21.1 

9.1 

9.3 

9.3 

4.8 

13.8 

9.3 

17.8 

14.8 

14.5 

16.4 

21.2 

13.7 

12.3 

13.2 

14.1 

13.0 

16.1 

8.5 

9.3 

14.6 

0.0 

5.3 

13.6 

18.5 

17.3 

11.3 

10.3 

13.7 

8.9 

3.7 

9.1 

21.8 

18.2 

13.1 

12.3 

12.3 

56.0 

63.8 

55.4 

61.0 

60.5 

54.2 

76.7 

63.2 

59.1 

57.4 

60.0 

62.9 

51.7 

60.9 

53.5 

48.1 

65.5 

52.7 

54.5 

58.2 

54.4 

57.7 

1.2 

1.4 

1.8 

2.4 

0.0 

0.0 

0.0 

5.3 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

7.4 

0.0 

0.0 

0.0 

1.5 

0.0 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

サービス業計

「労働者派遣会社」や

「業務請負会社」に該当

その他サービス業

医療、福祉

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

学術研究、専門・技術サービス業

金融業、保険業

専門小売

総合小売

専門卸

総合卸

卸売業、小売業

運輸業、郵便業

情報通信業

食料品関連

電機・電子関連

輸送用機械関連

製造業

建設業
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こうした結果を主な業種や雇用者の規模別にみると、図表３８の通りになった。 

 

図表３８ 主な業種や雇用者規模別にみた無期化形態の選択方針 
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主な業種別にみると、全体平均に比べて「既存の正社員区分」に転換する企業の割合が多

いのは、フルタイム・パートタイム契約労働者ともに、「情報通信業」や「宿泊業,飲食サー

ビス業」のほか、フルタイム契約労働者では「建設業」や「運輸業,郵便業」「教育,学習支援

業」等となっている。 

一方、「既存・新設の無期契約区分」に転換する企業が多いのは、フルタイム・パートタ

イム契約労働者のいずれも、「製造業」の輸送用機械関連や電機・電子関連のほか、パートタ

イム契約労働者では「宿泊業,飲食サービス業」や「その他サービス業（他に分類されないも

の）」等である。 

さらに、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契

約だけ無期へ移行させる」企業が多いのは、フルタイム・パートタイム契約労働者ともに「製

造業」の食料品関連のほか、フルタイム契約労働者では「卸売業,小売業」の小売系や「生活

関連サービス業,娯楽業」等、また、パートタイム契約労働者については「金融業,保険業」

や「教育,学習支援業」等となっている。 

雇用者の規模別にみると、概ね小規模企業ほど「既存の正社員区分」に転換する割合が多

い傾向が見て取れる。これに対し、大規模企業になるほど「既存・新設の無期契約区分」に

転換する割合が増加する。こうしたなか、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業

務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる」企業については、いずれの規模で

も一定程度、みられるのが特徴となっている。 

 

それでは、無期化形態の選択を規定する要因は何なのだろうか。無期化形態の選択方針を

被説明変数とし、主な業種や雇用者規模（基礎的な属性要因）と、本調査で得られる様々な

雇用管理要因を説明変数とする、「多項ロジスティック回帰分析」を試行した結果を集約する

と、図表３９が得られた。 

まず、基礎的な属性要因だけの推定結果をみると（モデル①）、雇用者規模との関連では、

フルタイム・パートタイム契約労働者を問わず、とくに 1,000 人以上の企業で、「既存・新

設の無期契約区分」を活用する傾向が強いことが分かる。主な業種との関連でみると、いず

れも「その他サービス業（他に分類されないもの）」で、また、有意はパートタイム契約労働

者のみだが「宿泊業,飲食サービス業」や、オッズ比上はフルタイム契約労働者の「金融業,

保険業」等でも、「既存・新設の無期契約区分」に転換しやすい傾向が見て取れる。また、と

もに「その他サービス業（他に分類されないもの）」や「教育,学習支援業」のほか、パート

タイム契約労働者では「宿泊業,飲食サービス業」や「生活関連サービス業,娯楽業」「卸売業,

小売業」等についても、「契約だけ無期へ移行」させやすい傾向が確認できる。 

その上で、こうした基礎的な属性要因に、さまざまな雇用管理要因を追加して試行すると、

例えば雇用者に占める有期契約労働者の比率別に、一定の傾向がみられた（モデル②）。 
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フ

ル
タ

イ
ム

欄
で

１
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
 　

（
無

回
答

は
除

外
）

フ
ル

タ
イ

ム
契

約
労

働
者

の
現

状
と

し
て

、
教

育
訓

練
は

行
っ

て
い

な
い

ダ
ミ
ー

17
1
7

.2
3

.4
22

1
0

問
８
（ⅱ

）教
育

訓
練

（
現

状
）
フ

ル
タ

イ
ム

欄
で

２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
 　

（
無

回
答

は
除

外
）

パ
ー

ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
の

現
状

と
し

て
、

教
育

訓
練

を
行

っ
て

い
る

ダ
ミ
ー

16
3
7

.6
6

.4
75

1
0

問
８
（ⅱ

）教
育

訓
練

（
現

状
）
パ

ー
ト
タ

イ
ム

欄
で

１
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
 　

（無
回

答
は

除
外

）

パ
ー

ト
タ

イ
ム

契
約

労
働

者
の

現
状

と
し

て
、

教
育

訓
練

は
行

っ
て

い
な

い
ダ

ミ
ー

16
3
7

.3
4

.4
75

1
0

問
８
（ⅱ

）教
育

訓
練

（
現

状
）
パ

ー
ト
タ

イ
ム

欄
で

２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
 　

（無
回

答
は

除
外

）

説 明 変 数

記
述

統
計

量

被 説 明 変 数

問
７
付

問
⑦

フ
ル

タ
イ

ム
欄

で
１
を

選
択

＝
１
＝

１
、

２
～

３
を

選
択

＝
２
、

４
を

選
択

＝
３
、

５
を

選
択

＝
４
　

（
選

択
肢

６
、
無

回
答

は
除

く
）

問
７
付

問
⑦

パ
ー

ト
タ

イ
ム

欄
で

１
を

選
択

＝
１
＝

１
、

２
～

３
を

選
択

＝
２
、

４
を

選
択

＝
３
、

５
を

選
択

＝
４

　
（
選

択
肢

６
、

無
回

答
は

除
く

）

職 務 の

限 定 性

時 間 外 労 働

の 発 生 状 況

基 本 賃 金

の 形 態

正 社 員 と 比 較 し た

基 本 賃 金 の 水 準

基 本 賃 金

以 外 の 処 遇

教 育 訓 練

職 種 の

変 更 可 能 性

勤 務 地 の

限 定 性

役 職 へ の

登 用 状 況

記
述

統
計

量
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変
数

名
観

測
数

平
均

標
準

偏
差

最
大

値
最

小
値

変
数

の
作

成
方

法
不

合
理

な
労

働
条

件
の

相
違

禁
止

ル
ー

ル
に

対
応

す
る

た
め

、
雇

用
管

理
上

、

何
ら

か
の

見
直

し
を

行
っ

た
・
今

後
の

見
直

し
を

検
討

し
て

い
る

ダ
ミ

ー
3
0
7
4

.1
6

.3
6
3

1
0

問
１
３
で

１
～

２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０

　
（
無

回
答

は
除

外
）

見
直

し
を

行
う
か

ど
う
か

を
含

め
て

方
針

未
定

・
見

直
し

予
定

は
な

い
ダ

ミ
ー

3
0
7
4

.8
4

.3
6
3

1
0

問
１
３
で

３
～

４
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０

　
（
無

回
答

は
除

外
）

建
設

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.0
8

.2
6
5

1
0

問
２
４
で

１
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６
、

無
回

答
は

除
外

）

製
造

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.2
7

.4
4
6

1
0

問
２
４
で

２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６
、

無
回

答
は

除
外

）

情
報

通
信

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.0
4

.1
9
0

1
0

問
２
４
で

４
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６
、

無
回

答
は

除
外

）

運
輸

業
,　

郵
便

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.1
0

.3
0
2

1
0

問
２
４
で

５
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６
、

無
回

答
は

除
外

）

卸
売

業
,　

小
売

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.2
0

.4
0
1

1
0

問
２
４
で

６
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６
、

無
回

答
は

除
外

）

金
融

業
, 

 保
険

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.0
1

.1
1
1

1
0

問
２
４
で

７
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６
、

無
回

答
は

除
外

）

学
術

研
究

,　
専

門
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

ダ
ミ
ー

4
6
4
9

.0
3

.1
5
7

1
0

問
２
４
で

９
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６
、

無
回

答
は

除
外

）

宿
泊

業
,　

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.0
5

.2
2
3

1
0

問
２
４
で

１
０
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６

、
無

回
答

は
除

外
）

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
,　

娯
楽

業
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.0
3

.1
7
3

1
0

問
２
４
で

１
１
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６

、
無

回
答

は
除

外
）

教
育

,　
学

習
支

援
業

ダ
ミ
ー

4
6
4
9

.0
2

.1
4
4

1
0

問
２
４
で

１
２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６

、
無

回
答

は
除

外
）

医
療

,　
福

祉
ダ

ミ
ー

4
6
4
9

.0
4

.2
0
2

1
0

問
２
４
で

１
３
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６

、
無

回
答

は
除

外
）

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

ダ
ミ
ー

4
6
4
9

.1
3

.3
3
1

1
0

問
２
４
で

１
５
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

８
，

１
４
，

１
６

、
無

回
答

は
除

外
）

建
設

業
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.0
8

.2
6
9

1
0

問
２
４
で

１
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１
４

，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

製
造

業
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.2
8

.4
5
1

1
0

問
２
４
で

２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１
４

，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

情
報

通
信

業
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.0
4

.1
9
4

1
0

問
２
４
で

４
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１
４

，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

運
輸

業
,　

郵
便

業
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.1
1

.3
0
7

1
0

問
２
４
で

５
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１
４

，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

卸
売

業
,　

小
売

業
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.2
1

.4
0
7

1
0

問
２
４
で

６
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１
４

，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

宿
泊

業
,　

飲
食

サ
ー

ビ
ス

業
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.0
5

.2
2
7

1
0

問
２
４
で

１
０
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１

４
，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
,　

娯
楽

業
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.0
3

.1
7
7

1
0

問
２
４
で

１
１
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１

４
，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

教
育

,　
学

習
支

援
業

ダ
ミ
ー

4
4
7
4

.0
2

.1
4
6

1
0

問
２
４
で

１
２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１

４
，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

医
療

,　
福

祉
ダ

ミ
ー

4
4
7
4

.0
4

.2
0
6

1
0

問
２
４
で

１
３
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１

４
，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

そ
の

他
サ

ー
ビ

ス
業

ダ
ミ
ー

4
4
7
4

.1
3

.3
3
6

1
0

問
２
４
で

１
５
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
選

択
肢

３
，

７
，

８
，
９

，
１

４
，
１

６
、
無

回
答

は
除

外
）

１
０
０
人

未
満

ダ
ミ
ー

4
8
0
3

.4
6

.4
9
9

1
0

問
２
５
で

１
～

２
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
無

回
答

は
除

外
）

１
０
０
人

以
上

３
０
０
人

未
満

ダ
ミ
ー

4
8
0
3

.3
6

.4
7
9

1
0

問
２
５
で

３
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
無

回
答

は
除

外
）

３
０
０
人

以
上

５
０
０
人

未
満

ダ
ミ
ー

4
8
0
3

.0
7

.2
4
7

1
0

問
２
５
で

４
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
無

回
答

は
除

外
）

５
０
０
人

以
上

１
０
０
０
人

未
満

ダ
ミ
ー

4
8
0
3

.0
5

.2
1
7

1
0

問
２
５
で

５
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
無

回
答

は
除

外
）

１
０
０
０
人

以
上

ダ
ミ
ー

4
8
0
3

.0
7

.2
4
9

1
0

問
２
５
で

６
を

選
択

＝
１
、

そ
れ

以
外

を
０
　

（
無

回
答

は
除

外
）

正
社

員
数

＋
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

有
期

契
約

労
働

者
数

に
占

め
る

有
期

比
率

が
１

割
未

満
ダ

ミ
ー

2
6
8
8

.3
6

.4
8

1
0

問
３
及

び
問

１
６
の

人
数

記
入

欄
か

ら
算

出
　

（
い

ず
れ

か
無

回
答

は
除

外
）

正
社

員
数

＋
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

有
期

契
約

労
働

者
数

に
占

め
る

有
期

比
率

が
１

割
以

上
３

割
未

満
ダ

ミ
ー

2
6
8
8

.2
9

.4
5

1
0

問
３

及
び

問
１

６
の

人
数

記
入

欄
か

ら
算

出
　

（
い

ず
れ

か
無

回
答

は
除

外
）

正
社

員
数

＋
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

有
期

契
約

労
働

者
数

に
占

め
る

有
期

比
率

が
３

割
以

上
５

割
未

満
ダ

ミ
ー

2
6
8
8

.1
4

.3
4

1
0

問
３

及
び

問
１

６
の

人
数

記
入

欄
か

ら
算

出
　

（
い

ず
れ

か
無

回
答

は
除

外
）

正
社

員
数

＋
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

有
期

契
約

労
働

者
数

に
占

め
る

有
期

比
率

が
５

割
以

上
７

割
未

満
ダ

ミ
ー

2
6
8
8

.1
0

.3
0

1
0

問
３

及
び

問
１

６
の

人
数

記
入

欄
か

ら
算

出
　

（
い

ず
れ

か
無

回
答

は
除

外
）

正
社

員
数

＋
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

有
期

契
約

労
働

者
数

に
占

め
る

有
期

比
率

が
７

割
以

上
９

割
未

満
ダ

ミ
ー

2
6
8
8

.0
9

.2
8

1
0

問
３

及
び

問
１

６
の

人
数

記
入

欄
か

ら
算

出
　

（
い

ず
れ

か
無

回
答

は
除

外
）

正
社

員
数

＋
フ

ル
タ

イ
ム

・
パ

ー
ト
タ

イ
ム

有
期

契
約

労
働

者
数

に
占

め
る

有
期

比
率

が
９

割
以

上
ダ

ミ
ー

2
6
8
8

.0
3

.1
6

1
0

問
３

及
び

問
１

６
の

人
数

記
入

欄
か

ら
算

出
　

（
い

ず
れ

か
無

回
答

は
除

外
）

記
述

統
計

量
（

続
き

）

説 明 変 数

主 な 業 種

（ フ ル タ イ ム 用 ）

主 な 業 種

（ パ ー ト タ イ ム 用 ）

雇 用 者 規 模 有 期 比 率

第 ２ ０

条 対 応

被
説

明
変

数

説
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必ずしも有意ではないものの、オッズ比をみると、フルタイム・パートタイム契約労働者

を問わず、有期契約労働者の比率が 5 割未満までは、「既存の正社員区分」に転換する傾向

が他の方針を凌いでもっとも優勢となっている。これに対し、両者とも有期契約労働者の比

率が上昇するに伴い、「契約だけ無期へ移行」や「既存・新設の無期契約区分」のオッズ比が

高まってゆき、有期契約労働者の比率が 7 割以上になると「契約だけ無期へ移行させる」傾

向や、とくに 9 割以上（裏を返せば正社員比率が 1 割を下回り、恐らくは多様な有期契約労

働者が含まれてくるとみられる状態）では、「既存・新設の無期契約区分」に転換させる傾向

が優勢になることが分かる。 

なお、有期契約労働者の比率別ダミーを投入すると、パートタイム契約労働者で点灯して

いた業種別の有意性の多くが消失する。見掛け上、主な業種等の特徴として観察された事象

が、結局のところは有期契約労働者の比率等に依存していたということだろう。 

一方、他の雇用管理要因との関係では、有期契約労働者が現在、置かれている職務の非限

定性や役職への登用状況、また、正社員と比較した基本賃金水準との間でも、顕著な傾向が

みられるようである。すなわち、有期契約労働者の現状として、職務を限定していない場合

や役職に登用している場合は、「既存の正社員区分」等に転換しやすい（モデル③）。また、

正社員と比較した基本賃金の水準が高いほど、「既存の正社員区分」に転換する傾向が強くな

る（モデル④）。 

なお、これに関連して、有期・無期契約労働者間の不合理な労働条件の相違禁止ルールを

めぐる対応方針・状況との関連も調べると、「既に見直しを行った」あるいは「今後の見直し

を検討している」企業では、フルタイム・パートタイム契約労働者を問わず、「既存の正社員

区分」や「既存・新設の無期契約区分」に転換する傾向が強いことが分かる。このことは、

第 18 条と第 20 条に網羅的に対応するために、有期契約労働者を「既存の正社員区分」や「既

存・新設の無期契約区分」に転換する企業等もあることを示唆している30と考えられる。 

 

 

３．無期転換層の形成に伴い、企業の雇用ポートフォリオはどう変わるのか 

 有期契約労働者からの無期転換等を通じ、「多様な正社員」を含めた無期化形態の増加が見

込まれるなか、企業における雇用のポートフォリオは、どのように変わろうとしているのだ

ろうか。 

本調査では、有期契約労働者（フルタイム及びパートタイム契約労働者）数と、無限定正

社員（いわゆる正社員）数、限定正社員（多様な正社員）数を、いずれも数値記入で尋ねて

いる。そのため、これらすべてに（0 人を含めて）有効回答があった企業に限定すれば、（無

                                                
30 この点、有期・無期契約労働者間の不合理な労働条件の相違禁止ルールをめぐる対応方針・状況について、

無期転換ルールほどには、前回調査から大きな変化がみられない（「既に見直しを行った」及び「今後の見直
しを検討している」企業計で、前回調査が 10.6％に対し、今回調査では 14.7％等）ことにも関係しているか
も知れない。 
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期契約労働者と主要な有期契約労働者のみに単純化した形にはなるものの）雇用ポートフォ

リオの算出が可能である。 

そこで、有効回答企業（ｎ＝2,282）の集計で、無期契約労働者（いわゆる正社員、多様

な正社員）＋有期契約労働者（フルタイム及びパートタイム契約労働者）の全数に占める、

有期契約労働者（同）の割合（企業毎に算出した割合の平均（加重平均））を算出すると、

24.2％となった31。なお、無期契約労働者（計 75.8％）を無限定正社員と限定正社員（多様

な正社員）に展開すると、同順に 69.6％、6.2％となっている。 

その上で、雇用しているフルタイム・パートタイム契約労働者のうち、これまでの実績や

経験に基づき、反復更新を含めた通算勤続年数が 5 年を超える人数割合32を、企業毎にフル

タイム・パートタイムの各契約労働者数に掛け合わせ、それらがすべて無期転換された場合

の有期契約労働者比率を算出すると、16.0％となった。 

それでは、雇用しているフルタイム・パートタイム契約労働者のうち、これまでの実績や

経験に基づけば、通算勤続年数が 5 年を超えるとみられる人数を対象に、各企業の無期転換

ルールと転換後の無期化形態に係る対応方針・状況を反映するとどうなるだろうか。なお、

通算勤続年数が 5 年を超える人数割合と無期転換ルールへの対応方針・状況の関係性につい

ては、４１頁・図表３２で確認したところだが、無期転換ルールと転換後の無期化形態の関

係についても確認すると、図表４０の通りになる。すなわち、フルタイム契約労働者につい

て、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超える前に無期契約にしていく」方針の企業

では、「既存の正社員区分」に転換する割合が多くなっている。これに対し、「通算 5 年を超

える有期契約労働者から、申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく」方針の企業

では、「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だ

け無期へ移行させる」割合が多い。一方、パートタイム契約労働者については方針に依らず、

「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期

へ移行させる」割合がもっとも多い。但し、「有期契約労働者の適性を見ながら、5 年を超え

る前に無期契約にしていく」方針の企業では、「既存の正社員区分」に転換していく割合も一

定程度みられる。 

そのうえで、フルタイム・パートタイム契約労働者の現状に、通算勤続年数が 5 年を超え

る人数割合と、当該割合に対する無期転換ルールと転換後の無期化形態に係る対応方針・状

況を反映（少なくとも調査時点で、無期転換ルールへの対応方針と無期化形態が明確になっ

ている企業についてのみ反映し、いずれかが未定・分からない企業については現行のままと

仮定して集計）し、企業毎に算出された割合を平均（加重平均）すると、無期転換が行われ

た後の有期契約労働者比率は 19.6％になると試算された。なお、正社員（計 80.4％）の内訳

                                                
31 総務省「労働力調査（2014 年）」によると、有期契約労働者は 28.6％（1,485 万人）となっている。 
32 全体平均では、フルタイム契約労働者を雇用している企業で 33.8％、パートタイム契約労働者を雇用してい

る企業で 35.2％となっている。なお、厚生労働省「有期労働契約に関する実態調査（2011 年）」によると、
有期契約労働者のうち通算勤続年数が 5 年を超える割合は、29.5％（約 438 万人と推計）である。 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

雇入れの段階から無期契約にする

（有期契約での雇入れは行わないようにする）

（ｎ＝２９社）

有期契約労働者の適性を見ながら、

５年を超える前に無期契約にしていく

（ｎ＝５２４社）

通算５年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

（ｎ＝１，２１３社）

フルタイム契約労働者を雇用しており、

何らかの形で無期転換計

（ｎ＝１，７６６社）

フルタイム契約労働者

12.9 

23.7 

9.0 

11.7 

12.9 

12.9 

9.2 

9.9 

9.7 

7.8 

9.6 

9.2 

54.8 

31.2 

45.6 

43.3 

6.5 

19.7 

15.6 

16.2 

3.2 

1.7 

0.7 

0.9 

0.0 

3.1 

10.3 

8.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

雇入れの段階から無期契約にする

（有期契約での雇入れは行わないようにする）

（ｎ＝３１社）

有期契約労働者の適性を見ながら、

５年を超える前に無期契約にしていく

（ｎ＝２９５社）

通算５年を超える有期契約労働者から、

申込みがなされた段階で無期契約に切り換えていく

（ｎ＝１，３５０社）

パートタイム契約労働者を雇用しており、

何らかの形で無期転換計

（ｎ＝１，６７６社）

パートタイム契約労働者

既存の正社員区分に転換する
正社員（左記）以外の既存の無期契約区分に転換する
正社員（左記）以外の新たな無期契約区分を設置する
（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期へ移行させる
分からない（具体的には未だ考えていない）
その他
無回答

を展開すると、無限定正社員：限定正社員（多様な正社員）：契約だけ無期へ移行＝70.2％：

7.4％：2.8％となった。 

 

図表４０ 無期転換ルールと転換後の無期化形態の関係 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．無期転換は、正規・非正規の二極化の緩和にどう寄与するのか  

こうした無期転換層の形成に伴い、正規・非正規の二極化はどの程度、緩和され得るのだ

ろうか。 

今回の調査では、無限定正社員、限定正社員（多様な正社員）、フルタイム契約労働者（有

期契約での現状と無期転換後）、パートタイム契約労働者（同）の処遇・労働条件を一律的に

比較できるよう、出来るだけ設問を合わせる形で調査票を設計した。そこで、調査結果を改

めて一覧表にまとめると、図表４１の通りになった。 

結果をみると、現状としてフルタイム・パートタイム契約労働者の労働条件は、働き方の

限定性（変更の可能性）や役職への登用（管理職としての活用状況）等が、無限定正社員と

は異なっているのに伴い、その処遇についても（二極化と称されてきたように）無限定正社

員を大きく下回っている様子が確認できる。一方、無期転換後は、あくまで総体としての平

均的な姿でみれば、フルタイム契約労働者については無限定正社員の現状とフルタイム契約

労働者の現状の中間に、また、パートタイム契約労働者についてもフルタイム契約労働者の
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現状とパートタイム契約労働者の現状の中間に、それぞれ位置づけられるものとなっている。 

なお現状、限定正社員（多様な正社員）のボリュームは限られているが、フルタイム契約

労働者の無期転換後の平均的な姿はこれに近似している。その意味で、全体としてみれば三

層構造の中間程度の処遇・労働条件を獲得する労働者層が、厚みを増そうとしていることが

分かる。 

 

図表４１ 無限定正社員、限定正社員（多様な正社員）、フルタイム・パートタイム 

契約労働者（有期契約での現状と無期転換後）の間で比較した処遇・労働条件の相違 

                     無限定正社員
（全体計）

無限定正社員
（１，０００人

以上規模計）

無限定正社員
（３００～１，０００

人未満規模計）

無限定正社員
（３００人未満

規模計）

限定正社員
A～Ｃ計

（多様な正社員）

もっとも人数が多い
限定正社員A

（多様な正社員）

フルタイム
契約労働者の
無期転換後

フルタイム
契約労働者の

現状

パートタイム
契約労働者の
無期転換後

パートタイム
契約労働者の

現状

職務を限定している企業割合 － － － － 60.8 58.0 53.0 67.7 68.7 77.4

当該形態を管理職で活用している企業割合 87.3 93.9 92.6 86.1 20.1 20.4 － 8.0 － 1.1

専門・技術職 59.5 66.2 63.8 58.4 32.7 32.7 － 31.0 － 18.2

事務職 87.1 89.6 90.1 86.4 51.4 54.0 － 45.7 － 48.6

販売職 44.3 53.6 46.7 43.1 17.8 19.5 － 16.6 － 11.8

サービス職 22.1 32.0 30.3 20.1 15.8 16.5 － 22.3 － 26.1

保安職 6.8 9.4 6.5 6.6 3.1 2.7 － 3.7 － 2.7

製造・生産工程職 32.8 28.1 24.6 34.4 17.2 18.8 － 26.2 － 23.3

輸送・機械運転職 14.8 7.9 11.2 15.9 9.1 9.9 － 6.8 － 4.2

建設・採掘職 5.2 4.7 1.7 5.7 2.7 3.3 － 1.9 － 0.2

運搬・清掃等労務職 11.2 10.4 12.6 11.1 10.6 9.9 － 12.1 － 18.2

その他 10.0 12.2 12.6 9.4 6.0 5.3 － 7.6 － 10.2

職種の変更があり得る企業割合 83.0 92.6 88.7 81.5 53.4 56.2 50.2 36.1 38.0 27.5

配置転換があり得る企業割合 81.7 99.0 96.1 78.1 55.1 56.9 55.9 43.5 39.2 30.3

転勤があり得る企業割合 46.3 84.2 61.2 40.7 29.4 30.9 22.6 17.0 12.5 9.9

転居転勤があり得る企業割合 37.3 78.7 51.0 31.6 11.9 11.2 12.3 7.7 5.0 3.5

役職に登用している（登用する）企業割合 95.9 98.8 97.6 95.4 86.8 59.2 46.4 25.7 19.2 9.1

（うち、下級（係長等）クラスまで） 4.0 2.8 3.9 4.2 21.1 23.0 16.2 11.1 9.5 5.1

（うち、中級（課長等）クラスまで） 9.6 4.0 6.8 10.6 15.5 15.1 8.4 5.0 3.4 1.6

（うち、上級（部長等）クラスまで） 82.2 92.0 86.9 80.7 21.1 21.1 21.8 9.6 6.3 2.3

平均勤続年数（年）（平均） 12.4 13.9 12.6 12.2 9.7 9.5 － 4.4 － 4.5

定年（更新上限年齢）を定めている（定める）企業割合 98.0 100.0 99.6 97.6 89.6 90.6 79.8 59.1 70.5 54.0

所定労働時間の長さ 平均39.3時間 平均39.1時間 平均39.2時間 平均39.3時間 平均38.2時間 平均38.1時間
正社員と同じ割合

が９１．３％

正社員と同じ割合

が８９．８％

週３０時間以上の

割合が３６．９％

週３０時間以上の

割合が２８．７％

時間外労働があり得る企業割合 93.7 98.6 96.4 92.8 68.9 70.5 81.5 78.3 47.7 40.9

（うち、限定的） 62.9 49.8 55.7 60.1 50.4 51.8 55.8 56.7 40.2 36.5

（うち、相当程度） 37.1 48.8 40.7 32.7 18.5 18.6 25.6 21.5 7.5 4.4

時間外労働時間の長さ（月間平均時間） 平均20.1時間 平均21.2時間 平均20.2時間 平均19.9時間 平均13.7時間 平均14.4時間 － － － －

特殊な勤務時間制の適用がある企業割合 75.1 90.8 83.7 72.6 65.8 66.6 62.2 60.8 53.2 51.8

基本賃金が「月給制」で支払われている企業割合 89.9 94.2 95.5 91.3 79.1 79.4 59.9 46.6 15.2 3.6

基本賃金の水準が正社員より高いか同じ企業割合 － － － － 40.5 41.4 42.9 28.3 18.6 9.1

　　　　　　　　　　　　　正社員の８～９割程度の企業割合 － － － － 38.4 39.8 31.0 40.1 25.4 28.7

　　　　　　　　　　　　　正社員の７割程度以下の企業割合 － － － － 21.1 18.8 26.0 31.5 56.1 62.2

基本賃金以外の処遇として、
下記のいずれかを適用している企業割合 99.1 100.0 99.4 99.0 98.5 98.4 99.5 99.0 96.0 94.9

（うち、賞与を支給） 95.0 99.6 97.2 94.4 83.2 83.8 69.8 56.8 45.9 37.1

（うち、退職金を支給） 87.2 96.5 89.3 86.3 65.3 65.9 34.5 13.0 15.0 4.3

（うち、通勤手当を支給） 95.2 99.6 97.0 94.7 91.7 91.1 89.8 87.1 81.9 79.6

（うち、家族手当を支給） 70.2 73.1 71.6 69.9 51.9 52.8 30.2 15.2 10.9 3.2

（うち、住宅手当を支給） 46.0 57.6 47.6 44.9 36.0 36.9 19.4 9.6 6.5 1.5

（うち、健康保険／厚生年金保険を適用） 97.6 99.3 98.7 97.3 92.4 93.1 97.2 96.2 65.1 58.7

（うち、福利厚生（施設利用）を提供） 54.1 82.3 70.7 49.2 58.6 58.8 60.6 58.3 48.7 46.1

（うち、福利厚生（上記以外）を提供） 63.6 83.7 72.6 60.8 64.0 65.5 61.5 58.3 49.0 46.1

（うち、法定外健康診断を実施） 39.4 50.5 39.5 38.5 41.5 43.0 42.4 40.5 31.9 29.0

（うち、法定外有休休暇を付与） 39.0 59.0 42.9 36.7 43.7 44.1 39.6 36.9 29.6 26.8

正社員の平均年収を１００とした場合の年収水準％（平均値） － － － － 82.6 83.1 80.2 75.9 57.3 53.1

教育訓練として、下記のいずれかを行っている企業割合 93.3 99.3 96.8 92.2 88.7 90.1 80.9 76.8 69.6 65.5

（うち、計画的な職場内教育訓練（ＯＪＴ）を行っている企業割合） 74.0 92.9 79.8 71.6 70.5 72.3 83.3 82.5 82.8 81.9

（うち、目標管理による動機づけを行っている企業割合） 53.7 84.5 63.8 49.7 49.6 51.1 41.6 34.1 28.4 21.5

（うち、定期的な面談・評価を行っている企業割合） 62.1 89.0 78.7 57.5 64.6 64.4 62.8 57.3 53.9 50.4

（うち、育成目的のジョボ・ローテーションを行っている企業割合） 31.7 68.9 42.3 27.0 25.7 27.5 21.0 12.9 13.3 8.5

（うち、職場外教育訓練（Ｏｆｆ-ＪＴ）を行っている企業割合） 56.1 74.9 61.1 53.9 42.6 44.0 40.0 33.3 23.5 18.8

（うち、自己啓発に対する支援を行っている企業割合） 43.0 73.9 52.8 39.0 42.0 42.9 34.8 28.5 24.2 20.0

（％）

※フルタイム・パートタイム契約労働者については、現状・無期転換後とも有効回答があった企業の集計結果。また、無限定正社員、限定正社員についても、比較のため無回答を除いて算出。
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無限定正社員
（全体計）

もっとも人数が多い
限定正社員A（多様な正社員）

フルタイム契約労働者の
無期転換後

フルタイム契約労働者の
現状

パートタイム契約労働者の
無期転換後

パートタイム契約労働者の
現状

職務を限定している企業割合 － 56.1 61.3 73.7 72.8 81.7

当該形態を管理職で活用している企業割合 84.7 21.5 － 7.2 － 0.3

専門・技術職 57.1 36.2 － 25.3 － 16.3

事務職 81.5 60.0 － 48.5 － 49.5

販売職 46.1 26.5 － 19.8 － 17.1

サービス職 34.0 26.2 － 33.8 － 36.8

保安職 7.2 4.7 － 4.6 － 2.8

製造・生産工程職 22.0 16.2 － 18.6 － 15.5

輸送・機械運転職 11.0 7.9 － 7.0 － 3.4

建設・採掘職 4.3 2.4 － 2.1 － 0.5

運搬・清掃等労務職 10.7 10.0 － 10.6 － 17.4

その他 10.7 6.5 － 7.7 － 11.4

職種の変更があり得る企業割合 88.4 61.6 52.3 37.8 39.5 29.0

配置転換があり得る企業割合 89.0 62.5 56.8 44.8 42.0 34.1

転勤があり得る企業割合 57.0 32.3 22.4 18.0 14.1 12.2

転居転勤があり得る企業割合 52.2 9.1 8.6 6.3 4.6 3.7

役職に登用している（登用する）企業割合 96.2 60.6 44.8 25.3 20.1 10.5

（うち、下級（係長等）クラスまで） 5.2 25.2 17.3 11.2 10.5 6.7

（うち、中級（課長等）クラスまで） 8.1 19.1 9.9 6.7 3.0 1.9

（うち、上級（部長等）クラスまで） 82.8 16.3 17.6 7.5 6.6 1.9

平均勤続年数（年）（平均） 11.9 8.5 － 4.3 － 3.8

定年（更新上限年齢）を定めている（定める）企業割合 98.2 94.2 78.5 60.9 71.8 55.9

所定労働時間の長さ 平均39.3時間 平均38.4時間 正社員と同じ割合が８９．０％ 正社員と同じ割合が ８７．５％ 週３０時間以上の割合が３５．６％ 週３０時間以上の割合が２７．７％

時間外労働があり得る企業割合 94.1 72.9 82.3 78.6 48.0 42.4

（うち、限定的） 55.6 53.8 58.0 59.4 40.4 36.7

（うち、相当程度） 38.4 19.1 24.3 19.3 7.7 5.7

時間外労働時間の長さ（月間平均時間） 平均18.2時間 平均12.8時間 － － － －

特殊な勤務時間制の適用がある企業割合 81.4 75.6 71.2 70.2 59.8 59.1

基本賃金が「月給制」で支払われている企業割合 95.5 83.2 62.3 46.5 15.4 4.7

基本賃金の水準が正社員より高いか同じ企業割合 － 38.0 41.5 27.5 18.5 9.2

　　　　　　　　　　　　　正社員の８～９割程度の企業割合 － 45.5 34.8 42.7 24.7 27.5

　　　　　　　　　　　　　正社員の７割程度以下の企業割合 － 16.5 23.7 29.9 56.8 63.3

基本賃金以外の処遇として、
下記のいずれかを適用している企業割合 99.7 99.1 98.9 99.0 96.1 96.3

（うち、賞与を支給） 97.6 86.4 67.1 54.4 41.1 33.2

（うち、退職金を支給） 87.7 68.1 27.9 9.4 12.6 3.2

（うち、通勤手当を支給） 96.8 95.7 89.2 88.3 80.5 80.2

（うち、家族手当を支給） 70.4 59.1 26.8 14.1 10.5 3.2

（うち、住宅手当を支給） 53.1 41.2 17.4 7.6 6.3 1.3

（うち、健康保険／厚生年金保険を適用） 98.1 94.2 96.1 95.8 65.5 61.2

（うち、福利厚生（施設利用）を提供） 68.0 68.7 59.5 55.2 47.9 45.1

（うち、福利厚生（上記以外）を提供） 70.4 69.3 59.5 55.5 45.3 43.0

（うち、法定外健康診断を実施） 45.9 43.8 40.8 38.5 29.7 27.2

（うち、法定外有給休暇を付与） 49.1 46.7 40.8 37.0 30.5 29.0

正社員の平均年収を１００とした場合の年収水準％（平均値） － 84.0 80.7 76.2 59.0 54.8

教育訓練として、下記のいずれかを行っている企業割合 97.0 94.7 85.5 81.6 75.5 71.4

（うち、計画的な職場内教育訓練（ＯＪＴ）を行っている企業割合） 84.1 79.4 83.7 82.7 84.6 83.2

（うち、目標管理による動機づけを行っている企業割合） 68.5 57.6 43.3 34.8 32.3 22.7

（うち、定期的な面談・評価を行っている企業割合） 75.2 71.8 62.1 55.0 55.2 49.1

（うち、育成目的のジョブ・ローテーションを行っている企業割合） 45.0 33.8 20.4 12.5 13.3 8.1

（うち、職場外教育訓練（Ｏｆｆ-ＪＴ）を行っている企業割合） 62.8 47.6 35.7 31.0 24.0 20.5

（うち、自己啓発に対する支援を行っている企業割合） 53.1 46.5 34.8 28.1 27.6 20.5

（％）

※無限定正社員、もっとも人数が多い限定正社員A、フルタイム契約労働者の現状、無期転換後、パートタイム契約労働者の現状、無期転換後について、有効回答があった企業で集計。比較のため無回答を除いて算出。

 また、無限定正社員と限定正社員（多様な正社員）、フルタイム・パートタイム契約労働者

のいずれも雇用している企業に限定して同様に比較すると、図表４２の通りになった。雇用

区分間にみられた処遇・労働条件の空白地帯が、無期化形態をステップとする処遇・労働条

件のグラデーションで、埋められようとしている様子が見て取れる。 

その上で、一口に無期転換と言っても、実際には「既存の正社員区分に転換する」から、

「（新たな区分は設けず）各人の有期契約当時の業務・責任、労働条件のまま、契約だけ無期

へ移行させる」まで幅がある。そこで、１０～１４頁でみた結果を、さらに無期化形態別に

展開して詳しくみると、図表４３及び図表４４の通りになった。 

 

図表４２ 無限定正社員、限定正社員（多様な正社員）、フルタイム・パートタイム 

契約労働者を同時に雇用している企業で比較した処遇・労働条件の相違 
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図表４３ フルタイム契約労働者の無期化形態別にみた処遇・労働条件の設定方針 
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国内の一定地域内（転居あり） 国内(地域限定なし) 海外含めて限定なし
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役職には就かせない 下級（係長等）クラスまで 中級（課長等）クラスまで 上級（部長等）クラスまで

（他の区分に転換せずに昇進できる）

役職の上限
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週３０時間以上 週２０時間以上３０時間未満 週２０時間未満

所定労働時間の長さ
（週辺り平均）

27.3 

33.6 
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無期契約に転換する計

全く／ほとんどない ある(あり得る)が限定的 相当程度ある

時間外労働（残業や

休日出勤）の発生状況
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46.5 

48.7 

28.1 

52.3 

36.5 

49.3 
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51.1 

40.2 
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（転換後）

（現状） （転換後）

（現状） （転換後）

（現状） （転換後）

（現状） （転換後）

（現状） （転換後）

図表４４ パートタイム契約労働者の無期化形態別にみた処遇・労働条件の設定方針 
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結果をみると、現状として既に働き方の非限定性が高く、また、正社員に近い処遇を行っ

ている企業ほど、「既存の正社員区分」に転換しようとしている様子が確認できる（２.でみ

た、無期化形態の選択方針に係る多項ロジスティック回帰分析の推定結果と一致する）。また、

無期転換前後の働き方や処遇の変化は、「既存の正社員区分」に転換する場合でもっとも大き

く、これに「既存・新設の無期契約区分」（多様な正社員）、「契約だけ無期へ移行」が続く。

なお、「契約だけ無期へ移行」させる場合であっても、（恐らくは無期化に伴う雇用保障や、

モチベーションの維持等を図るために）、職務の非限定性や職種変更の可能性、勤務地・配置

転換の範囲や時間外労働の可能性等がやや拡大する余地があるとともに、役職の登用上限や

正社員と比較した基本賃金の水準、年収水準など処遇面でも、若干の改善が図られる見通し

になっている。 

すなわち、無期転換は、①既存の正社員区分に転換される（結果として、大幅な処遇変化

を獲得する有期契約労働者も出現する）余地が拡大する、②既存の正社員区分ほど劇的な処

遇・労働条件の変化でなくても、既存の「無期契約区分」が拡大されたり、新たに設置され

たりすることを通じて、これまでの正社員区分と有期契約労働者区分の中間的な形態に位置

づけられる余地が派生する、③「契約だけ無期へ移行」させる場合であっても、働き方の若

干の変化とともに、処遇・労働条件が改善される余地がある、という 3 通りの改善効果で、

正規・非正規の二極化の緩和に寄与すると考えられる。 

 

こうしたなか、正規－非正規の二極化の緩和や優秀な人材の定着、また、ワーク・ライフ・

バランスの確保等に資するものとして、とくに注目されるのは「既存・新設の無期契約区分

＝多様な正社員」が今後、どの程度、拡大し得るかという点だろう。今回の調査で、｢多様な

正社員｣区分を今後、新たに導入（既にある場合は増員）する予定があるかを尋ねると、3／

4 弱が「導入（増員）の予定はない」とする一方、「多様な正社員区分を今後、新たに導入（増

員）する予定がある」企業も 2 割程度みられた（３８～３９頁）。 

しかしながら、「多様な正社員」区分の拡大に当たっては、未だ多くの課題を残している

様子も浮き彫りになった。例えば、「多様な正社員」区分の限定性や処遇・労働条件等につい

て、就業規則で規定している企業や限定性に係る本人明示を行っている企業は、それぞれ約

半数にとどまっている。また、無限定正社員と多様な正社員間の転換について、制度として

確立されている企業は 1／4 に過ぎない。事業所閉鎖や事業の縮小等に直面した場合の雇用

の取扱いについても、「できる限りの雇用維持努力を行う」としている企業が約 7 割にのぼ

る一方、「分からない・考えたこともない」企業（16.9％）や、無回答（11.5％）の企業も少

なくない。 

さらに、無限定正社員との働き方の相違に比して、多様な正社員の処遇・労働条件の違い

が果たして妥当かといった問題もあろう。この点については、今回の調査でも無限定正社員

と多様な正社員の間で、働き方を限定する対価としてどのような処遇要素がどの程度、逓減
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されているのかを検証したいと考えた。しかしながら、一括りに「多様な正社員」（あるいは

「職務等限定正社員」や「勤務地限定正社員」等）と言っても、その内容は実に多様であり

（図表４５）、さらに主な業種や雇用者規模、職種等をコントロールすると、該当ケースが

僅少になってしまう。また、参考として「職種や職務、職域」「勤務地」「役職・役割の範囲」

「労働時間の長さ」「その他」を限定要素の一つとして含んでいるケースと、図表４５で一

定のケース数が確認された「職種や職務、職域」のみに「勤務地」「役職・役割の範囲」「労

働時間の長さ」をそれぞれ追加したケースで、各限定正社員（多様な正社員）とそれを雇用

している企業における、無限定正社員の処遇・労働条件を算出した結果を図表４６に示した

が、それに依ると、区分を隔てるものとして企図して設定された働き方の限定要素にとどま

らず、結果としてこれに付随する形で、配置転換等の可能性や実際の役職登用、時間外労働

が発生する程度等も異なってくることが分かる。 

これらの精査・分析については別の機会に譲ることとしたいが、今後、「多様な無期契約

労働者」が厚みを増すのに伴い、それらの間でいかに公平・公正かつ納得性の得られる処遇・

労働条件のバランスを図るか（逆に言えば、無限定正社員の包括的な処遇・労働条件をどう

分解し分配するか）についても、重要な課題になっていくだろう。 

 

図表４５ 多様な正社員の全容 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職種や職務、
職域

勤務地
（配転・

異動の範囲）

就ける役職・
役割の範囲

労働時間の長さ
労働時間の長さ

（育児・介護休業法

への対応以外のみ）

その他

○ 190 3.9 3.9
○ 73 1.5 1.5

○ 36 0.7 0.7
○ ○ 217 45 4.5 0.9

○ 33 0.7 0.7
○ ○ 164 3.4 3.4
○ ○ 86 1.8 1.8
○ ○ ○ 56 33 1.2 0.7
○ ○ 11 0.2 0.2

○ ○ 40 0.8 0.8
○ ○ ○ 44 24 0.9 0.5
○ ○ 2 0.0 0.0

○ ○ ○ 16 3 0.3 0.1
○ ○ 1 0.0 0.0

○ ○ ○ 43 8 0.9 0.2
○ ○ ○ 224 4.6 4.6
○ ○ ○ ○ 77 57 1.6 1.2
○ ○ ○ 9 0.2 0.2
○ ○ ○ ○ 56 39 1.2 0.8
○ ○ ○ 5 0.1 0.1
○ ○ ○ ○ 17 6 0.4 0.1

○ ○ ○ ○ 14 10 0.3 0.2
○ ○ ○ 1 0.0 0.0
○ ○ ○ ○ 6 3 0.1 0.1

○ ○ ○ ○ 3 3 0.1 0.1
○ ○ ○ ○ ○ 181 135 3.7 2.8
○ ○ ○ ○ 18 0.4 0.4
○ ○ ○ ○ ○ 17 12 0.4 0.2
○ ○ ○ ○ ○ 13 9 0.3 0.2

○ ○ ○ ○ ○ 4 4 0.1 0.1
５種類 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 68 39 1.4 0.8 1.4 0.8

企業数 1192 942 766 832 430 251 1725 430

全有効回答

企業中％ 24.6 19.4 15.8 17.1 8.9 5.2 35.5 8.9

※全有効回答企業中、何らかの限定区分がある企業は３５．５％（ｎ＝１，７２５）に対し、限定区分が一切ない企業は６４．５％（ｎ＝３，０１６）。

企業数
全有効回答
企業中％

計（％）

7.8

限定
要素数

限定要素の組合せ内容

27.3

１種類 11.3

35.5 27.3 35.5

7.4

3.7

7.7２種類 9.5

３種類 8.5

４種類 4.8
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５．総括（政策的インプリケーション） 

 改正労働契約法の全面施行（及び前回の調査）から 3 年目、特例の施行からは 3 ヶ月を経

過した時点で、主に、①改正労働契約法の無期転換ルール（第 18 条）や、有期・無期契約

労働者間の不合理な労働条件の相違禁止ルール（第 20 条）に対して、企業がどう対応しよ

うとしているのか（有期契約労働者の雇用のあり方にはどのような影響が及ぶのか）、また、

②改正労働契約法の特例（高度専門職の有期契約労働者及び定年後、継続して雇用される高

齢者）はどの程度、活用されようとしているのか、さらに、③通算勤続年数が 5 年を超える

有期契約労働者の無期転換等により、その増加が見込まれている多様な正社員の活用状況や

今後のニーズ、雇用管理上の課題等はどうなっているのか等を把握するため、企業アンケー

トを実施した。 

 

 その結果、①無期転換ルールへの対応方針については、前回調査に比べて無回答の割合等

が減少し、その分、何らかの形で無期契約にしていくと回答した企業が大幅に厚みを増した。

しかしながら、改正労働契約法の内容までの認知度は未だ約 6 割にとどまっており、対応方

針は「未定・分からない」企業も、フルタイムあるいはパートタイム契約労働者を雇用する

企業の各 1／4 程度みられている。対応方針を決めるに当たり必要な支援には、「他社の事例・

取組についての紹介」や「法の詳細についての情報提供」等が挙げられていることから、無

期転換ルールに基づく転換申込権の対象者が出始める 2018 年 4 月以降に向けて、こうした

施策の梃入れを通じた一層の普及・啓発が求められるだろう。 

 なお、前回調査に続き今回の調査でも、改正労働契約法が有期契約労働者の更新上限の設

定に及ぼしている影響は、限定的となっている様子が確認できた。しかしながら、無期転換

ルールへの対応方針で、何らかの形で無期転換していく企業が増大した背景には、景気の緩

やかな回復基調に伴う、昨今の人手不足等が追い風になっている側面もあるとみられるだけ

に、ひとたび景気の急変等に直面すれば、一気に形勢が傾く恐れもあろう。引き続き同様の

調査を行いながら、注意深く動向を観察していく必要がある。 

 一方、有期・無期契約労働者間における、不合理な労働条件の相違禁止ルールをめぐって

は、今回の調査でも未だ「見直しを行うかどうかを含めて方針未定」とする企業がもっとも

多く、これに「見直し予定はない（現状通りで問題ない）」が 1／3 超で続いた。同ルールを

めぐっては、具体的にどう雇用管理のあり方に反映していけば良いかが分かり難い恐れもあ

るとみられる。企業での具体的な対応事例等を収集しながら、提示していくような取り組み

も求められるだろう。 

 

一方、②改正労働契約法の特例への対応については、有期雇用特別措置法の施行から 3 ヶ

月を経過した時点での調査だったこともあり、内容までの認知度は 1／6 超にとどまった。

また、定年再雇用の有期契約労働者に係る特例を「活用のため既に計画を申請した／今後、
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活用予定・検討余地がある」企業は 1／3 を超えている33が、その 1／4 超は関係する労働者

（労働組合等）からの意見聴取を「行っていない・今後行う予定もない」としている。特例

の活用には、雇用管理に係る適切な措置の実施と、関係労働者の理解・協力を得る努力が求

められるだけに、そうした意識啓発も含めた同法の普及が課題となっている。 

 

③多様な正社員をめぐっては、「景気回復や少子高齢化等に伴う必要な労働力の確保に対

する危機感」や「非正社員からの転換による優秀な人材の確保（囲込み）」「女性や若者の採

用・活用」「正社員の働き方の見直し（長時間労働やメンタルヘルスの改善等）」等を目的と

して、今後、新たに導入（既にある場合は増員）する予定の企業が 2 割程度と、決して少な

くない見通しが明らかになった。 

しかしながら、その導入（増員）に当たっては「区分間の仕事や処遇・労働条件のバラン

スの取り方が難しい」ことや、「労務管理が煩雑・複雑になる」こと等が課題として挙げられ

た。また、今回の調査で、（１）「多様な正社員」区分の限定性や処遇・労働条件等に係る、

就業規則での規定率や本人への明示率が半数程度にとどまっていること、（２）事業所閉鎖等

に伴う雇用上の取扱いについては、（就業規則や内規等での）規定率が 7 割を超える一方、「分

からない・考えたことがない」ないし無回答となった企業も少なくないこと、（３）無限定正

社員・多様な正社員間における転換制度・慣行の導入率は 6 割程度あるが、転換できる方向

性など詳細については無回答（不明とみられる）の企業も少なくないことなど、未だ多くの

課題が残されている様子も浮き彫りになった。 

無期転換を含めた多様な正社員の拡大が、「正規－非正規の二極化の緩和」や「ワーク・

ライフ・バランスの確保」等に資するものになるよう、「多様な無期契約労働者」間でどう、

処遇・労働条件のバランスを図っていくかも含め、先導的なモデルを提示するなどしながら、

併せて取り組みを進めていくことが重要だろう。 

 

 

                                                
33 厚生労働省のまとめによると、2015 年 4 月 1 日から 8 月 31 日までの間に、全国の都道府県労働局で、既に

1,236 件にのぼる計画の認定が行われている。 
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